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ごあいさつ 

　２１世紀は、２０世紀の「大量生産・大量消費・大量廃棄」型社会

システムによって発生したさまざまな地球環境問題を解決し、かけ

がえのない地球を次の世紀につなぐ役割を担っています。 

そのためには、今までの社会システムを見直し、環境問題を本質

的に解決して、「持続可能な社会」を構築していく必要があります。 

 

　シャープは、１９９２年に基本理念「誠意と創意をもって“人と地球

にやさしい企業”に徹する」を制定し、環境活動に取り組んでまい

りました。 

２１世紀の初頭にあたり、今一度初心に立ち返り、環境への取り組

みと企業経営を融合する「環境経営」を実践していかなければな

らないと考えています。 

それには、全ての企業活動を「グリーン化」することが必須であります。 

 

　特に、メーカーの使命として、「持続可能な社会」に貢献できる

環境配慮型の商品（グリーンプロダクト）の開発に力を入れていき

たいと考えております。 

具体的には、創エネルギーデバイス「太陽電池」や省エネ・省資源

面で優れた「液晶」を軸に、特徴あるグリーンプロダクト開発に努

めて参ります。 

 

　環境報告書の発行は今回で3回目になります。 

本報告書では、シャープの環境活動の成果と今後の方針について、

現在、把握可能なものをすべて公表しております。 

これは、皆様との誠実なコミュニケーションを重ねるための重要な

資料です。このコミュニケーションが、シャープの環境活動の一層

の推進に役立ち、さらには、読者の皆様と共に環境への取り組み

を行っていけるものとなるよう、努力してまいりたいと存じます。 

皆様からのご提案、ご助言を賜れば誠に幸いです。 

シャープ株式会社 

代表取締役社長 

町 田  勝 彦 
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シャープの環境取り組みについて 

　「持続可能な社会」は、新しい技術と社会システムを導入して、旧来の慣行を乗り越えることで実現できると考えます。 

私達企業にとっては、いかに「資源効率性」「環境効率性」をあげていくかが重要となります。新しい技術ですぐれた

環境配慮型商品を開発し、環境負荷の少ない方式で生産をすることです。 

さらに、社会に対して積極的な啓発・情報公開を行い、コミュニケーションを深めていかなければなりません。 

「環境経営」の実現が、最初の重要なステップとなります。 

シャープは、それらを実践し、「持続可能な社会」の実現に貢献していきたいと思います。 

 

　シャープの事業活動においては、環境配慮型商品の開発と、エネルギー・廃棄物の削減､化学物質の削減・管理が

重要な環境側面です。  

これを解決するための取り組み方針として、１９９７年に以下の４つの行動テーマ「３Ｇ－１Ｒ戦略」を開始し、当社独自の

グリーンシール商品の開発、省エネ、廃棄物削減 等で一定の成果を上げることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　本年度からは、「３Ｇ－1Ｒ戦略」をベースに、さらに、企業活動のすべてをグリーン化するための活動を「スーパーグリ

ーン活動」として展開していきます。 

これは、われわれが取り組むべき活動を６つのステージ(経営、企画・設計、生産、リサイクル、マインド、物流)にわけて整理・

統合するとともに、明確な目標及び対策を再徹底することで、環境経営にふさわしい取り組みへとレベルアップするもの

です。 

 

　この取り組みを中期目標に掲げて推進することで、「持続可能な社会」の実現に貢献すべく活動してまいります。 

 

環境統轄 兼環境安全本部長 

取締役     橋 本  伸 太 郎 

３Ｇ－１Ｒ ＧＰ：グリーンプロダクト 環境に配慮した商品の開発：省エネ・省資源商品の開発など 

ＧＦ：グリーンファクトリー 環境に配慮した生産活動：エネルギー・廃棄物の削減、化学物質管理、 

 環境マネジメントシステムの構築など 

ＧＭ：グリーンマインド 環境にやさしい企業風土作り：従業員およびその家族の環境保全意識 

 の向上、環境教育、社会貢献活動 

ＲＢ：リサイクル事業 使用済み商品の回収とリサイクル：使用済み商品のリサイクルシステム 

 

 の構築 
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持続可能な社会に向けての長期ビジョン 

　「持続可能な社会」に貢献するには、まず事業活動がもたらす環境影響を数値的に把握することから始めなければなり

ません。シャープでは、そのためのガイドラインとして、２００１年２月に環境省より発行された「事業者の環境パフォーマンス指

標（２０００年版）」を活用することとし、全社に徹底しました。共通の枠組みに従って集計することが、ステイクホルダー（株

主や取引先をはじめとする利害関係者）の皆さまのみならず、当社自身が自社の活動状況を適切に評価できると考えたか

らです。さらに、２０００年度から「事業部業績貢献度評価」制度に環境パフォーマンス実績を反映することとしました。取り

組みを確実なものにするためには、目標に向けて実施した結果をきちんと評価する仕組みが重要だと考えたからです。 

 

　行動テーマである「３Ｇ－１Ｒ戦略」およびそれを発展させるための「スーパーグリーン活動」、環境パフォーマンス実績の

把握と「事業部業績貢献度評価」、これらすべてを同時に進めることで、「持続可能な社会」に貢献できる企業としての環

境経営を確立していきます。 

シャープと環境とのかかわり 

２０００年度の環境マスバランス（国内全生産事業所） 

は、６つの環境活動ステージ 
 

資源 

情報 

企画・設計 
 

生 産 
 

物 流 
使
用（

お
客
さ
ま）

 

リサイクル 
 

環境負荷の低い生産 
　　二酸化炭素排出 
　　廃棄物排出 
　　化学物質使用 
　　大気・水系への排出 

環境配慮型商品の 
開発強化 

　　ＬＣＡ設計 
　　３Ｒ技術の開発 
　　有害物質の排除 

グリーンロジスティック 
の確立 

　　二酸化炭素排出 
　　ＳＯＸ排出 
　　ＮＯＸ排出 

マインド 
 

環境教育と社会貢献活動 
情報開示 

回収量の増加、 
リサイクル率の向上 

経　営 

環境経営の仕組み構築 

※1 TJ＝１０１２J　※２ 段ボール、板紙等、発泡スチロール、その他プラスチック、木材 

インプット アウトプット 
エネルギー消費量　９，５０９ＴＪ※１ 
内訳　電気：８，７２３ＴＪ（８５１，０１１MWh） 
　　　ガス：５３５ＴＪ（　　　　　　  ） 

　　　重油・灯油：２５１ＴＪ（６，５０５kR） 
水使用量　１．９万ｋｍ３ 
化学物質（PRTR対象）投入量　２，６７９ｔ 
包装材※２　２１，５８６ｔ 

二酸化炭素排出量　３５３，４４１t－CO２ 
排水量　１．０万ｋｍ３ 
廃棄物最終処分量　１，６９３ｔ 
ＮＯＸ排出量　２４ｔ 
ＳＯＸ排出量　１１ｔ 
化学物質（ＰＲＴＲ対象）排出・移動量　５６６ｔ 

シ
ャー

プ 

都市ガス系　９，１３８km３ 

LPG　　　　７，３０４t
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シャープは、２０００年に 
５０，４００ｋＷの太陽電池を生産しました 

特 集  持続可能な社会に向けて 
～創エネルギーと省エネルギー～ 

 シャープは、エレクトロニクス機器機器メーカーとして、 

商品商品を通じて持続可能持続可能な社会社会に貢献貢献するため、 

創エネ・省エネ商品商品の開発の開発に全社全社をあげて取り組ん組んでいます。 

２０００年度年度に生産生産・販売販売した創エネ・省エネ商品商品の社会的貢献度の社会的貢献度 

（お客様客様の使用段階の使用段階での耐用年数内創の耐用年数内創エネ・省エネ効果効果）は、 

電力量電力量に換算換算すると２，０８７ＧＷｈに達します。（詳しくは、１３ページ参照） 

これはシャープの２０００年度年度国内全生産事業所総消費電力量の約２．５倍、 

美浜原子力発電所美浜原子力発電所１号機号機の１９９９年度年度の発電量の発電量に相当します。 

※1：ＰＶ　ＮＥＷＳ 
※2「太陽光発電評価の調査研究」平成8年度ＮＥＤＯ委託業務成果報告書：二酸化炭素発

生量：石油火力発電200ｇ-Ｃ／ｋＷｈ（733ｇ-ＣO2／ｋＷｈ）、結晶系シリコン太陽電池２０ｇ-Ｃ／ｋＷｈ
（73.3ｇ-ＣO2／ｋＷｈ）として計算 

「新エネルギー財団会長賞」

を受賞した太陽電池モジュー

ル・多結晶（高出力型）ＮＥ

－Ｋ１３６Ａと、マルチパワー

コンディショナＪＨ４０ＥＫ 

　当社の太陽電池の生産量は世界の太陽電池生産量の 

１７．５％を占め、世界でトップのシェアとなりました※1。生産され

た太陽電池で、1年間に５４，７００ＭＷｈの電力を発電することが

でき、同じ電力を石油火力発電所で発電する場合に比べると

36，102ｔ-CO2※2もの二酸化炭素の排出を抑制したことになります。 

  

　シャープの住宅用太陽光発電システムは、２０００年の新エネ

大賞・新エネルギー機器の部で「新エネルギー財団会長賞」

を受賞しました。この受賞により、当社の住宅用太陽光発電シ

ステムは５年連続の受賞となりました。これは、太陽光からのエ

ネルギーの変換効率を１６％に引き上げた「高効率太陽電池

モジュール」と自由度の高いパネル配列を実現させ、限られた

場所により多くの太陽電池の設置を可能にする「マルチパ

ワーコンディショナ」の組み合わせで、より大きな電力を供給し、

住宅用太陽光発電システムの普及を促進したことが評価され

たものです。 

■2000年 太陽電池生産量およびシェア（世界） 

出典：ＰＶ　ＮＥＷＳ 

生産量合計 
287.65ＭＷ 

Ｂ社 
14.5％ 

Ａ社 
14.6％ 

シャープ 
17.5％ 

その他 
53.4％ 

持続可能な社会に向けて 
～創エネルギーと省エネルギー～ 

シャープは、エレクトロニクス機器メーカーとして、 

商品を通じて持続可能な社会に貢献するため、 

創エネ・省エネ商品の開発に全社をあげて取り組んでいます。 

２０００年度に生産・販売した創エネ・省エネ商品の社会的貢献度 

（お客様の使用段階での耐用年数内創エネ・省エネ効果）は、 

電力量に換算すると２，０８７ＧＷｈに達します。（詳しくは、１３ページ参照） 

これはシャープの２０００年度国内全生産事業所総消費電力量の約２．５倍、 

美浜原子力発電所１号機の１９９９年度の発電量に相当します。 



■太陽電池セル変換効率の推移 
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太陽電池は、 
持続可能な社会に貢献できる商品です 

　シャープはエレクトロニクス機器メーカーとして、「持続可能

な社会」の実現に貢献できるよう、環境配慮型商品を積極的

に開発していきます。特に、太陽電池は将来のエネルギー需

要を補完できる創エネのキーデバイスと考えています。 

②化石燃料保存への期待 

　太陽光発電システムが家庭の電気需要を補うことにより、間

接的に火力発電所で使用される化石燃料を削減することが

可能になります。このため、太陽光発電を普及させることにより

化石燃料を保存することが期待できます。※3

①地球温暖化防止への貢献 

　一般家庭用として使用されている３ｋＷの太陽光発電シス

テムが発電する年間の発電量は、およそ３，０００ｋＷhです。お

よそ1年間に1,980ｋｇ-CO2の二酸化炭素の発生を抑えたのと

同等の効果があります。 

 ③太陽エネルギーの有効利用 

　地表に到達する太陽光のエネルギーは、１ｍ２当たり１ｋＷと

言われております。太陽光が１時間降り注ぐと１ｋＷｈのエネル

ギーになります。この太陽のエネルギーから太陽光発電システ

ムを利用して電力を得ることができます。たとえば、システムの

総合的な変換効率を１０％とすると、１時間当たり０．１ｋＷｈの電

力を得ることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　シャープでは、１９９４年より住宅用太陽光発電システムを商

品化しました。当社の住宅用太陽電池モジュールのセル変換

効率を、単結晶タイプで１７．５％、多結晶タイプで１６．０％にまで

高めております。無尽蔵に降り注ぐ太陽エネルギーを有効に

活用するために、変換効率をさらに高める努力を行っております。 

 

日本工業大学　 

　シャープアメニティシステム（株）、日本工業大学、スペースコンセプト（株）

が2000年新エネ大賞・導入事例の部で「新エネルギー財団会長賞」を共同

受賞。 
※3：新エネルギー・産業技術総合開発機構「ＰＶ建築デザインガイド」抜粋：１０ｋＷ容量の太

陽光発電システムでは、年間１０，０１６ｋＷｈ発電し（東京で、日射量が平均であった場合）、
その分、火力発電所での発電を代替することにより、灯油缶にして１３５個分（２，４３６r）の
石油の消費が節約できます。 

1982

単結晶Si100mm丸 単結晶Si125mm角 多結晶Si125mm角 

15.0

10.0

20.0

17. 5％ 

16. 0％ 

1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998

セ
ル
変
換
効
率（

％） 

2000（年度） 
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「ようこそ液晶世紀へ」 
シャープは、すべてのテレビを 
液晶に変えていきます 

 
　シャープは、液晶ディスプレイが地球環境保全に役立つ省エネ、

省資源型ディスプレイであると考えています。 

　また、「グリーン購入法」※4における環境物品としてのテレビ

の判断基準では、“液晶テレビであること”が一つの要件とな

っています。液晶テレビの環境配慮性が、法律でも認められて

います。 

　液晶テレビ「ＡＱＵＯＳ」では、省エネ以外にも無鉛はんだの

採用など、さまざまな面で環境に配慮しています。 

　エアコン、冷蔵庫、テレビの３品目は、家庭で使用される年間

の消費電力量の約５０％※5を占めており、特に家庭での省エネ

効果が大きな商品です。シャープは１９９５年と比べて、エアコン

で２７％、冷蔵庫で４０％、テレビで２７％の年間の消費電力量を

削減しました。これら家庭用の品目をはじめ、複写機、ファックス

などＯＡ機器の省エネルギー化にも取り組んでいます。 

①省エネ効果 

　２８型ブラウン管テレビの消費電力に比べて、約３８％の省

エネ効果があります。 

※4「グリーン購入法」（正式名称：国などによる環境物品などの調達の推進などに関する法律）
が、２００１年４月より施行となりました。この法律により、国等では環境に配慮した商品の優
先購入が義務づけられています。 

②省スペース、省資源 

　「薄くて軽い」ことは液晶の大きな魅力のひとつです。２１型

ブラウン管テレビと比較して、質量で１／４以下、奥行きは約１／８

です。商品の小型軽量化を進めることは、部品や材料の削減

につながります。 

（詳しくは１８ぺ一ジ参照） 

シャープは、一貫して 
商品の省エネを実現するための 
努力を行っています 

※5：資源エネルギー庁　１９９８年度　電力需給の概要（１９９７年度推定実績） ■液晶テレビとブラウン管テレビの 
　消費電力の比較 

■液晶テレビ「ＡＱＵＯＳ」の環境配慮 

■主要品目の消費電力量比較 

　品　　目 

エアコン 
（２．８ｋＷタイプ） 

冷蔵庫（４００R） 

テレビ 
（ＢＳ内蔵、２８型） 

１９９５年   

１，３６５ｋＷｈ 

５６６ｋＷｈ 

２０５ｋＷｈ 

２０００年   

９９１ｋＷｈ 

３４０ｋＷｈ 

１４９ｋＷｈ 

200 

150 

100 

50 

0
（W） 

約３８％の 
省エネ 

約４６％の 
省エネ 

約５２％の 
省エネ 

約４９％の 
省エネ 

108 175

53 99
31 64 29 57

ＬＣ-２８ＨＤ１ ＬＣ-２０Ｃ１ ＬＣ-１５Ｃ１ ＬＣ-１３Ｃ１ ２８型 
２８Ｃ-ＰＢ１ 

２１型 
２１Ｃ-ＦＡ１ 

１５型 
１５Ｃ-ＦＭ１ 

１４型 
１４Ｃ-ＧＭ１ 

液晶 
テレビ 

ブラウン管 
テレビ 

スタンドへの再生プラスチックの使用 

無鉛はんだ基板（２００１年７月から） 

パルプモールド包装 
（発泡スチロール全廃） 

ノンハロゲンキャビネットの採用 

クロムフリー鋼板の採用 
（バックライトフレーム） 

ＬＣ－１５Ｃ１の場合 
・待機時消費電力 
　（前同等機種比） 
　０．１７Ｗ⇒０．１０Ｗ 
・動作時消費電力 
　（前同等機種比） 
　３３Ｗ⇒３１Ｗ 

電源コードの無鉛化 省エネ設計 
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◆太陽電池の原理 
 
　太陽電池の材料は、シリコンに代表される半導
体です。半導体は、電子機器のＬＳＩ（大規模集積
回路）やトランジスタなどに使われている材料です。
太陽電池は、Ｐ型半導体とＮ型半導体という２種類
の半導体を使って電気を起こします。 
  
１．半導体に太陽光が当たると、電子（－）と正孔（＋）

の対が生まれます。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
２．電子（－）と正孔（＋）は、Ｐ型半導体とＮ型半導

体の接合面までくると電子（－）はＮ型へ正孔（＋）
はＰ型へ引き寄せられます。またこの接合面は一
方通行になっているため、一度引き寄せられると
戻ることができません。 

  
 
 
 
 
 
 
３．Ｎ型半導体は電子（－）が集まり、Ｐ型半導体は

正孔（＋）が集まるため、Ｎ型とＰ型の間に起電
力（電圧）が生まれ、両方の電極に導線をつなげ
ば、電子（－）はＮ型からＰ型に流れ、正孔（＋）
はＰ型からＮ型に流れ電気が取り出せます。 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
◆太陽光発電システムのエネルギー収支 
 
　太陽光発電システムを作るエネルギーが、太陽
光発電によって得られるエネルギーより小さければ、
新たにエネルギーを生み出す創エネ効果のあるシ
ステムであるといえます。 
 
　太陽光発電システムの製造に使うエネルギー量
と同じ量のエネルギーを、太陽光発電システムが
発電するのにかかる時間をエネルギーペイバックタ
イムといいます。 
　太陽光発電システムの場合、ペイバックタイムは、
多結晶シリコン太陽光発電システムで２．４年※です。
平均的な使用年数を、２０年程度とすると、多結晶
シリコン太陽光発電システムの場合で１７．６年の
間は、太陽光発電システムからエネルギーを創造
することができることになります。 

３．光はねじれずにまっすぐ進むので、偏光フィルターが、
閉じたブラインドの羽根の役割をして光を遮断し、
画面上では色が濃くなります。電圧をかけるこ
とによって、光が通過したりしなくなったりします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．この仕組みをいくつも並べて、色々な図や文字
の形を表示できます。 
 
 
5．図のような仕組みをひとつの表示単位として、これを
並べることで実際のディスプレイができあがります。表
示のしかたには、次のような方式があります。 
 
 
 ①セグメント方式 

細長い表示単位を「８の字」型に並べて、数字
を表示します。 

 
 
 
 
  
 
 
  ②ドットマトリックス方式（文字表示） 

表示単位を縦横の行列に並べて、文字を構成し
ます。 

 
 
 
 
 
 
  
 
 ③ドットマトリックス方式（グラフィック表示） 

表示単位を縦横の行列に並べて、図形などを構
成します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
　一つひとつの表示単位の上にカラーフィルター
をかけることで、カラー表示が可能になります。ドット
マトリックス表示方式の場合、光の３原色である
Ｒ（レッド）、Ｇ（グリーン）、Ｂ（ブルー）の３種類の
フィルターを用いて、赤・緑・青のそれぞれのドットを
作り、その組み合わせでさまざまな色を表現するこ
とができます。 

 

■太陽光発電システムのエネルギー収支エネルギー量 

■各種発電技術のペイバックタイム 

100.0

75.0

50.0

25.0

0.0

経過年数 

エ
ネ
ル
ギー

量（

M
W
h）

 

太陽電池の 
製造に必要な 
エネルギー量 太陽電池が２０年間に 

作り出すエネルギー量 

エネルギーペイバック 
タイム（ＥＰＴ）：２．４年 

原子力 
石油火力 
石炭火力 
ＬＮＧ火力 

水力 
地熱 

波力（海上式） 
潮流 

海洋温度差 
風力 

太陽熱（タワー式） 

結晶シリコン 
太陽電池※ 

ペイバックタイム（年） 
0 5

発電用燃料分 

※屋根置き型太陽光発電システム 

ちょっと 
解　説 

　また、水力発電や地熱発電を除いた、他の自然
エネルギー発電技術と比較しても、太陽光発電シ
ステムのペイバックタイムが早いことが分かります※。 
※「太陽光発電評価の調査研究」平成８年度ＮＥＤＯ委託業務成果報告書 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆液晶の表示の原理 
 
　液晶とは、イカの墨のような、液体と固体の中間
の性質をもつ物質です。自然の状態では長軸方
向にゆるやかな規則性をもって並んでいます。一
定の方向の溝を刻んだ板に液晶を接触させると溝
にそって並びかたを変えます。また電圧をかけると
分子の並びかたが変わる性質があります。 
　この液晶と一定方向の光だけを取り出すことが
できる偏光フィルターの組み合わせで、表示装置を
作ることができます。 
 
１．ＴＮ液晶では、溝にそって並ぶ性質を利用して、

溝の向きを９０度変えた板に液晶をはさむと、液
晶分子は９０度ねじれて並びます。このとき光は、
分子の並ぶ隙間に沿って進みます。偏光フィル
ターも９０度ねじれているので、ちょうどブラインド
の羽根が開いているようになり光が通過します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．電圧をかけると分子の並び方が変わります。 
  
 
 

太陽光 　正孔（＋） 

　電子（－） 

N型半導体 

P型半導体 

光 

偏光フィルター 

配向膜 

偏光フィルター 

液
晶 

光 

電圧 

偏光フィルター 

配向膜 

偏光フィルター 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
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主な目標と２０００年度実績 

スーパーグリーン活動 
戦略を実現する活動ステージ 

ＧＭ 
グリーンマインド 

ＧＰ 
グリーンプロダクト 

ＧＦ 
グリーンファクトリー 

ＲＢ 
リサイクル事業 

3Ｇ－1Ｒ 
戦　略 

マインド 
 

企画・設計 
 

生 産 
 

シャープでは 、行 動 テー マ である

「３Ｇ－１Ｒ戦 略 」を策 定 。そ れら

を実 現 するた め 、各 ステージごと

に 明 確な目標を設 定し 、 

「 スー パーグリーン活 動 」を 

展 開しています 。 

取り組みテーマ 

 
 
 
全社環境マネジメントの向上 
 
 
 

環境経営の仕組み構築 
 
グリーン調達の推進 
 
グリーンプロダクト 
総合評価の確立 
 
グリーンシール商品の開発 
 
 
部品・材料の安全性向上 
 
 
 
３Ｒ技術の確立 
 
 
包装材の削減 
 
 
グリーンファクトリー化 
 
 
地球温暖化防止 
 
 
廃棄物削減 
 
化学物質管理 

家電リサイクルプラントの設立 

OA機器のリサイクル 
 

環境教育 
 
 
社会貢献活動 
 
情報開示と環境コミュニケーション実施 
 
 
物流に伴なうＣＯ２削減 

経 営 

リサイクル 
 

物 流 

10

中期目標（達成年度） ２０００年度目標 
２０００年度 

実績 目標 
掲載 

ページ 
自己 
評価 

Ｐ．１２ 
 
 

Ｐ．１２ 
 
 

Ｐ．１２ 
 

Ｐ．１３ 
 

Ｐ．１４ 
 
 

Ｐ．１６ 
 
 

Ｐ．１７ 
 

Ｐ．１９ 
 
 

Ｐ．１９ 
 
 
 

Ｐ．２０ 
 
 
 

Ｐ．２１ 
 
 
 

Ｐ．２２ 
 
 
 

Ｐ．２３～２４ 
 
 

Ｐ．２５～２６ 
 

Ｐ．２５～２６ 
 

Ｐ．２８ 
 

Ｐ．２９～３０ 
 

Ｐ．３１～３２ 
 
 

Ｐ．３３ 
 
 

Ｐ．３４ 
 

Ｐ．３４ 
 

Ｐ．３５ 
 
 

Ｐ．３６ 
 

○ 
 
 

－ 
 
 

○ 
 

○ 

○ 
 
 

○ 
 

◎ 
 

○ 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

× 
 
 

○ 
 
 

◎ 
 
 

◎ 

× 

○ 

○ 
 

○ 
 

× 

△ 
 

－ 
 

○ 
 

◎ 
 
 

△ 
 

自己評価 ◎：目標以上に達成  ○：目標通り達成  △：達成率８０％以上  ×：達成率８０％未満 

※２００１年度に目標変更 

 
 

環境マネジメントシステム 
の統合化 
 
 
 
事業部業績評価に環境項目導入 
 
環境会計の本格導入 
 
グリーン調達の実行 
 
ＬＣＡに基づく商品の 
環境影響評価実施 
 
グリーンシール商品の構成比拡大 
 
全商品に無鉛はんだを導入 

筐体・キャビネットなどの 

ハロゲン化合物を廃止 
 
プラスチックマテリアル 

リサイクルの実用化 
 
 
包装材の総排出量削減 
 

グリーンファクトリー 

ガイドラインの導入 
 
二酸化炭素排出量の 

生産高原単位の削減 
 
全社ゼロエミッション達成 
 
総発生量抑制 
 
有害化学物質排出量の削減 
 
リサイクルプラントの稼動 
 ＯＡ機器のリサイクルシステム構築 
 
社内の環境啓発、一般研修 

と専門研修の実施 
 
社外の小中学生への環境教育実施 
 
環境市民活動 
 
環境報告書発行 
 
モーダルシフトの拡大 

（ＪＲコンテナ輸送の拡大） 

販売・サービス会社 

ＩＳＯ一括認証取得（２００１年） 
 
国内全生産事業所 

ＩＳＯ一括認証取得（２００２年） 
 
全世界で導入（２００３年） 
 
全世界で導入（２００３年） 

全世界で実施（２００３年） 
 
 
総合評価実施（２００３年） 
 
 ５０％（２００３年） 
 
全世界で導入（２００３年） 
 
 
全商品（２００３年） 
 
 
混合廃プラスチックの 

リサイクル実用化（２００３年） 
 
 
２０００年度比１０％削減（２００３年） 
 
 

全世界（２００３年） 
 
 

１９９０年度比２５％削減（２０１０年） 
 
 最終処分率０．５％未満（２００２年） 
 
１９９８年度比４％削減（２００２年） 
 
国内５０％削減（２００３年） 
 
－ 
 家庭系パソコン（２００２年） 
 
一般１，５００名､専門３００名 

（２００３年）※ 
 
１，０００人（２００１年） 
 
国内外全生産事業所（２００１年） 
 
－ 
 

月平均３３０本（２００３年） 

 
各拠点に推進組織設置 
 
 

－ 
 

国内導入 

国内本格導入 

国内実施 
 

主要商品でＣＯ２評価実施 
 

２５％ 
 
２品目で実施 
 

主要商品 
 
 
ＰＰ樹脂のリサイクル 

技術確立 
 
発泡スチロール排出量を 

１９９５年度比５０％削減 
 
 
国内導入 
 
 

前年比２％削減 
 

最終処分率２％以下 
 
前年比２％削減 

化学物質管理システムの導入 
 
本格稼動 
 
事業系パソコン、事業系複写機 
 
一般 ２，２７０名 
 
専門１，４６０名 
 
－ 
 
国内全事業所 
 
日本語･英語発行 
 

月平均２００本 

 
１００％ 

 
 

－ 
 
 

１００％ 
 

１００％ 
 

１００％ 
 
 

１００％ 
 
 ２５．７％ 
 

１００％ 
 

１００％ 
 
 

１００％ 
 
 

３９．４％ 
 
 

１００％ 
 
 

１１．２％ 
削減 

 
１．５％ 

 
５２．７％増 

 
１００％ 

 
１００％ 

 
１００％ 

 
一般１，６５０名 

 
専門１，４３９名 

 
－ 
 

１００％ 
 

日･英･中発行 
 
 月平均 

１６５本 
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環境に配慮した経営 

シャープでは、地球環境保全活動の基盤として１９９２年に「環境基本理念」「環境保全基本規程」を定めました。１９９８年には 

「シャープ企業行動基準・行動指針」を制定しました。この基本方針のもと、具体的な取り組みを行っています。 

 

Ⅰ.環境基本方針と組織体制 

1.基本理念 

　環境担当役員のもと地球環境保全活

動に関わる全社戦略を企画・立案し、推

進しています。さらに、各事業所や本部

に環境責任者を置き、環境保全活動施

策を展開しています。環境戦略会議で

は戦略・方針・目標など重要事項の決定

を行います。２０００年度は「化学物質管

理委員会」を新たに設け、体制を強化し

ました。 

3.全社環境経営推進体制 

2.企業行動基準と行動指針（環境への取り組み） 

経 営 ス テ ー ジ 

誠意と創意をもって「人と地球にやさしい企業」に徹する 

 

行 動 指 針  企 業 行 動 基 準  

全社環境保全の推進体制 

（地球環境保全） 
●すべての環境法規制や地域協定を遵守するとともに、資源の有効活用、省資源化、省エネルギーを推進し、地球温  
　暖化防止やオゾン層破壊防止などの地球環境の保全を図る。 
●研究や製造に使用する化学物質は、法規制もしくはそれ以上の基準をもって適正な管理を行なう。 
●国際的な視点で、環境情報の入手・報告・広報を積極的に行なう。 

（ISO環境マネジメントシステムの導入） 
●生産事業所は、国内外を問わずISO14001環境マネジメントシステムの第三者認証を取得する。 
　その他の事業所及び全グループ会社は、認証取得に努める。 
●その他のISO規格［ＬＣＡ：ライフサイクルアセスメントなど］も、積極的に導入・取得に努める。   

（環境配慮型商品の開発） 
●商品は最少の資源を用い小型軽量化に努めるとともに、省エネルギー設計とする。 
●商品には、環境破壊や資源の浪費を伴うもの、健康に悪影響を及ぼす（恐れのある）有害な物質は原則として使用
　しない。 
●商品は、分離・分解性の高い構造を基本とし、積極的に再資源化の容易な材料を使用し、再生材料の活用を図る。 

（環境配慮型の事業活動） 
●積極的に省エネルギー型の設備を導入し、地球温暖化防止を図る。 
●事業活動に必要な資源（設備、原材料、副資材、器具など）は、地球環境や地域住民、従業員への影響の少ないも
　のを選択する。 
●廃棄物は再資源化、社内処理化を優先し、最終処分の処理業者委託のゼロ化に努める。 

環境関連の法規や地域協定
の遵守はもとより当社が保
有する技術と知識をもとに、
積極的に環境保全活動を行
なう。 

環境配慮型事業活動を推進
し、循環型社会を構築する。 

経
営
会
議  

議
長 

社
長 

環
境
戦
略
会
議  

議
長 

技
術
統
轄
副
社
長 

全社環境会議 
議長：環境担当役員 

ゼロエミッション対策委員会 

PFC等対策委員会 

ＣＯ２対策委員会 

事業所環境委員会 

省エネ商品開発会議 
議長：環境担当役員 

グリーンマインドキャンペーン推進会議 
議長：環境担当役員 

リサイクル専門委員会 
委員長：リサイクル事業企画部長 

化学物質管理委員会 
委員長：環境担当役員 

世界環境会議 
議長：環境担当役員 

欧州環境会議 

米州環境会議 

ＡＳＥＡＮ環境会議 

中国環境会議 

事業所ごとに温暖化防止問題や 
固有の各種会議・委員会を設置 

世界のすべての生産事業所
にISO（国際標準化機構）環
境マネジメントシステムを導
入する。 
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シャープでは、事業所ごとにＩＳＯ１４００１の認証を取得し、環境負荷の継続的な改善に取り組んできました。全社方針の統一や、取り

組みの活性化に向け、全社一括認証の取得を計画しています。 

Ⅱ.環境マネジメントの運用 

●２００１年度中に国内の販売・サービス会社主要拠点でＩＳＯ１４００１ 
　一括認証を取得。（２０００年度は推進組織設置） 
●２００２年度までに国内全生産事業所統合のＩＳＯ１４００１一括認証を取得。 

目標・計画 

●一括認証取得のため活動開始。 
●ＩＳＯ取得事業所数９事業所（累計４５事業所）。 
 

取り組み施策・実績 

　１９９７年度末に、国内全生産事業所

でＩＳＯ１４００１の認証取得を完了しました。

現在、国内の販売・サービス会社の一

括認証取得に向け、取り組んでいます。 

２０００年度は、各拠点に環境責任者と推

進者を設置しました。２００１年度中に一

括認証取得の予定です。 

　さらに、国内全生産事業所の一括認

証取得に向け、基本となる全社統合の

環境規格を作成中です。 

　監査面では、内部監査員４５０名の体

制を構築。各事業所において、内部環

境監査と第三者監査を毎年実施し、環

境マネジメントシステムの効果的な運用

と環境パフォーマンスの改善に努めてい

ます。 

1.ＩＳＯ１４００１と環境監査 2.環境ソリューション事業 

 

環境監査風景 

グリーンプロダクト達成率 

ＣＯ２削減率 

ゼロエミッション達成率 

業績評価に組み入れた環境項目 

　シャープのノウハウを幅広い業種の皆

さまに活用いただけるよう当社のエキス

パートが環境マネジメントシステムの構

築をサポートしています。 

　また、お取引先の関係各社を対象に、

環境一般研修、内部環境監査員研修、

内部主任環境監査員研修なども実施し

ています。 

 

２０００年度新規ISO14001取得事業所一覧 

加美ビル 
大阪市 
平野区 ２０００年４月 

シャープエンジニアリング株式会社 
首都圏第１支店 

東京都 
北区 ２０００年４月 

関東タツミ電子株式会社 
栃木県 
矢板市 ２０００年４月 

シャープ・エレクトロニクス 
（ユーケー）リミテッド（ＳＵＫ） 

イギリス・ 
マンチェスター ２０００年４月 

シャープ・ロキシー・アプライアン
シズ・コーポレーション（ＳＲＡＣ） 

マレーシア・ 
セランゴール ２０００年５月 

シャープ広重三重株式会社 
三重県 
安芸郡 

２０００年８月 

シャープ・フィリピンズ・ 
コーポレーション（ＳＰＣ） 

フィリピン・ 
マニラ ２０００年９月 

シャープ・ヤソンタ・ 
インドネシア（ＳＹＩ） 

インドネシア・ 
ジャカルタ ２０００年１０月 

シャープ・エレクトロニクス・ヨーロ
ッパ・ゲーエムベーハー（ＳＥＥＧ） 

ドイツ・ 
ハンブルグ ２００１年１月 

認証取得 
年月 

事　業　所 

登録名 所在地 

3.法規制遵守 

　シャープは環境に関する法規制の遵

守に努めています。２０００年度は違法行

為の発生はありませんでした。 

環境研修 

過去の認証取得事業所一覧表は、 
下記のＵＲＬからご覧下さい。 

　環境活動を企業経営に確実に組み入れる「環境経営」を推進するには、

「成果を評価する仕組み」が必要です。２０００年度上期より、国内生産事

業部門の業績評価に環境活動の項目を組み入れています。これにより

環境活動を大きく進展させることができました。各方面で「環境面で先

進的な取り組み」として大きな反響がありました。 

「事業部業績貢献度評価」に環境項目を導入 
 

累  計 45事業所 

http://www.sharp.co.jp/sc/excite/ 
kankyo/text/gf-3.html

CLICK!
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Ⅲ.環境会計 

　２０００年度にシャープが販売した環境配慮型商品群（ＴＦＴ液晶、太陽電池、主要省エネ家電商品）がその耐用年数内にもたらす社

会的省エネ貢献度は２，０８７ＧＷｈ※３です。電気代に換算すると２２３億円になります。 

環境保全への取り組みを定量的に把握するツールとして、１９９９年度から環境省のガイドラインを参考に導入しています。 

２０００年度は、何に力を入れたか、どう変わったかが分かるよう、前年度対比でまとめました。 

●国内本格導入 
●環境配慮型商品の社会的省エネ貢献度を試算。 
　効果への組み入れ検討。 

目標・計画 

●環境投資： ５，１０９百万円（前年度比１３８．０％） 
●環境費用：１１，４１９百万円（前年度比１０３．３％） 
●経済効果：  １，７４７百万円（前年度比１０８．５％） 
●社会的省エネ貢献度：２，０８７ＧＷｈ 

取り組み施策・実績 

1.２０００年度実績概要※１ 

2．環境配慮型商品の社会的省エネ貢献度（試算）について 

環境保全コスト（単位：百万円、％：前年度比） 

項　　目 

事
業
エ
リ
ア
内 

コ
ス
ト 

合　　計 

小　　計 

公害防止 

地球環境保全 

資源循環 

４，１６３ 

８２０ 

８１ 

５，０６４ 

－ 

４６ 

－ 

－ 

－ 

５，１０９ 

１９５．４ 

５８．８ 

７０．９ 

１３９．２ 

－ 

７１．５ 

－ 

－ 

－ 

１３８．０ 

２，４５１ 

１，１９５ 

１，４５２ 

５，０９８ 

３５８ 

１，５４６ 

３，７６４ 

４６２ 

１９２ 

１１，４１９ 

５９．３ 

５４．４ 

６６．８ 

５９．９ 

１１０．８ 

８７．３ 

９８．０ 

１５４．３ 

６３．７ 

１０３．３ 

上下流コスト：サイト内リサイクルコストなど 

管理活動に伴なうコスト 

研究開発活動に伴なうコスト 

社会的活動に伴なうコスト 

その他環境保全コスト 

投資※２ ％ ％ 費用 

※１：前年度比較評価のため、国内８生産事業所を対象にまとめました。 
※２：投資は、事業エリア内の環境保全のための投資および環境管理ソフトを対象にしています。 

環境保全効果（物量単位、％：前年度比） 

内　容 

事
業
エ
リ
ア
内
効
果 

２０００年度 　 

商品部門 
６．１５t-CO２/億円 

デバイス部門 
５１．８５t-CO２/億円 

９７，３３１ｔ 

１，６９３ｔ 

１，３３９ｔ 

％    

７５．９ 

９２．８ 

２０３．７ 

３３．１ 

１０４．８ 発泡スチロール排出量 

環境保全対策に伴なう経済効果（貨幣単位：百万） 

金額  

９７１ 

６４４ 

１３２ 

１，７４７ 

％   

８７．２ 

１２９．８ 

－ 

１０８．５ 

内　容 

省エネによる費用節減 

有価物売却益 

環境保全コストについて 
　環境投資の増加は、ガススクラバー、排

水処理施設など、公害防止の先行投資を

行ったことによります。 

　上下流コストの増加は生産量の増加

によるものです。 

　社会活動費用増は、太陽光発電シス

テムの創エネ訴求広告および地域環境

美化活動の取り組み強化によります。 

環境保全効果について 
　生産増に伴ない発泡スチロール排出

量は増加しましたが、その他の環境保全

効果（物量効果）は、昨年に引き続き大き

く改善できました。 

経済効果について 
　経済効果の増加率は、費用の増加率

を上回っています。見なし効果は将来下

記の社会的省エネ貢献度が算入できる

と考えますが、統一的な枠組みがなされ

ていないため本年も算入しないこととしま

した。 

廃棄物削減取り組み効果 

実額が把握できる効果計 

①ＴＦＴ液晶省エネ量（２０８ＧＷｈ） ・算式：（ＣＲＴモニター比年間消費電力差）×（２０００年度のパソコン用ＴＦＴ液晶パネル生産量）×使用年数６．５年 

  ・年間消費電力量算式：（財）省エネルギーセンター発行。省エネカタログによる。使用年数：内閣府消費動向調査（平成１３年３月）ワープロ買い替え年数を準用。 

②太陽電池創エネ量（９６３ＧＷh） ・算式：（２０００年度に生産した太陽電池の年間発電量）×創エネ年数１７．６年。創エネ年数：耐用年数（２０年）からペイバックタイム（２．４年）を控除設定。 

③主要家電商品（エアコン・テレビ・ ・算式：（主要家電商品の昨年度同等商品との年間消費電力差:当社比）×２０００年度販売台数×使用年数 

 ビデオ・冷蔵庫） 省エネ量（９１６ＧＷｈ） ・年間消費電力量算式：（財）省エネルギーセンター発行の省エネカタログによる。使用年数：内閣府消費動向調査（平成１３年３月）買い替え年数を準用。 

※３算出根拠 

廃棄物最終処分量 

CO２排出量 
生産高原単位 

廃棄物再資源化量 
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シャープは、２０００年２月に全社統一の「グリーン調達ガイドライン」を策定し、お取引先企業の協力を得て本格的にグリーン調達の運

用を開始しました。 

Ⅳ.グリーン調達 

●国内お取引先の環境配慮性評価実施と、データベースの構築。 

目標・計画 

●お取引先７４３社について、環境配慮性を評価し、結果をフィードバ
　ック。 
 

取り組み施策・実績 

1.評価基準と調達判断 2.環境配慮性調査 

評価項目 

 

生

産

ス

テ

ー

ジ 

グリーン調達ガイドライン 

グリーン調達の基準と調達判断 

品　質 コスト 納　期 

環境管理 
評価 

納入品 
評価 

調達判断 

環境配慮性評価 

主な「環境管理評価項目」 主な「納入品評価項目」 

①ＩＳＯ１４００１を取得しているか、また      

　はＥＭＡＳ※１を導入している。 

②環境保全に関する理念、方針、目標、

　組織、教育、啓発活動を行っている。 

③部品や資材を調達する時のグリー

　ン調達の仕組みがある。 

④環境保全活動の内容、結果を公開し

　ている。 

⑤化学品の納入に際してMSDS※２ 

　を提供できる。 

※１ ＥＭＡＳ（Ｅｃｏ－Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ＆Ａｕｄｉｔ Ｓcｈeｍｅ）：

　　ＥＵの環境マネジメントシステムと監査の規則。 

※２ ＭＳＤＳ：材料の安全性データシート。化学品の成 
　　分組成や有害性・法規制・適正取扱方法などを記 
　　載するシート。 

＜部品･材料＞ 

①納入品の包装材について環境を配慮

した取り組みをしている。 

②有害物質を排除するために、「国内

法で使用禁止とされている物質」「発

癌性がある物質･慢性毒性が明らか

な物質」「環境に関わる法規制・欧州

の主たる法規制・シャープ自主基準

で定める化学物質」を含んでいない。 

③使用材料の削減、再生材の使用、リサ

イクル対応など、省資源に取り組ん

でいる。 

④電力を使用する完成品、ユニット品に

ついては消費電力の削滅に取り組ん

でいる。 

＜化学品、設備、工具、印刷物、事務用品など＞ 

①工 場 で 使 う化 学 品 に つ い て は 、

MSDSを提供する。 

②生産･研究用の設備及び工具につい

ては、環境負荷を低減する仕組み・機

能を備えた機器を優先購入する。 

③印刷物（製品に同梱するもの以外）は、

再生紙の使用を基本とした優先購入

を行う。 

④事務用品は、エコマーク商品などを

優先して購入する。 

　２０００年度は、国内生産品のお取引

先を対象に評価を行いました。評価結

果は、お取引先にフィードバックし、個別

ヒアリングを実施のうえ改善を要請して

います。さらに正確な情報を得られるよ

うに、調査方法を改善する予定です。 

　２００１年度以降、対象を輸入部品ま

で拡大するとともに、マレーシアをはじめ、

順次海外事業所での調達部品に適用

していきます。 

　資材調達にあたり、従来の「品質･コ

スト･納期」に、新たに環境配慮に関す

る評価基準を加え、総合的に判断します。 

　環境配慮性は、取引先企業の環境保

全に関する取り組

みについての「環

境管理評価」と、購

入する部品・材料

の負荷低減につい

ての「納入品評価」

の２つで判断します。 

最新のグリーン調達ガイドラインのＰＤＦデータをご希望の方は、 
下記のＵＲＬにアクセスして下さい。 

http://www.sharp.co.jp/sc/excite/kankyo/01tyoutatsu.html

CLICK!
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環境に配慮した商品 

環境に配慮した商品「グリーンプロダクト」を数多く世に送り出すことによって「持続可能な社会」に貢献したいと考えています。 

そのため、商品の企画・設計段階から環境に配慮したモノ作りを推進する「グリーンプロダクト開発」を進めています。 

Ⅰ.グリーンプロダクト開発方針 

　グリーンプロダクトの７つのコンセプトを

もとに、具体的な取り組み目標を設定し

た「グリーンプロダクトガイドライン」に沿っ

て商品開発を実施しています。 

　グリーンプロダクトガイドラインはグリー

ンプロダクトとして守るべき項目と、その

達成状況を評価する「グリーンプロダクト

宣言書」からなっています。１９９９年度に

国内の商品開発に導入し、２０００年度に

は海外生産の日本向け商品に拡大しま

した。また、部品の再使用やリサイクルの

しやすさなど３Ｒ※項目を充実させました。 

　グリーンプロダクトとしての達成度は、「グ

リーンプロダクト宣言書」を用いて、企画・

設計、試作、量産（最終）の３段階で評

価しています。 

　２０００年度は、グリーンプロダクト達成

度７５％を目標に取り組み、結果８３％を

達成しました。 

※３Ｒ：廃棄物の発生抑制（リデュース：Ｒｅｄｕｃｅ） 
　　  商品・部品としての再利用（リユース：Ｒｅｕｓｅ） 
　　  原材料としての再生利用（リサイクル：Ｒｅｃｙｃｌｅ） 
 

1.開発のプロセス 

（１）エネルギー効率の良い、エネルギー使

　  用の少ない商品 

　・消費電力・待機電力の削減や冷房・暖房

　  効率のアップ。 

（２）省資源化を考慮した商品 

　・製品および包装の使用材料の削減と水

　  など天然資源の節約。 

（３）安全に使用・処理できる商品 

　・化学物質に関わる商品事前評価（グリー

　 ン調達）を実施し、人体や地球環境に悪

　  影響を与える物質の不使用を目指す。 

（４）リサイクルに配慮した商品 

　・再使用・再資源化しやすい材料の採用と

　  材料表示の実施。 

（５）再生材料を使用した商品 

　・プラスチック再生材の採用や部品の再

　  使用。 

（６）解体性に配慮した商品 

　・分離・分解しやすい構造設計。 

（７）長寿命化に配慮した商品 

　・アップグレードが可能な商品づくりや修

　  理しやすい構造設計。 

グリーンプロダクトのコンセプト 

企画・設計ステージ 

グリーンプロダクトガイドライン 

3R項目 

２０００年度グリーンプロダクト宣言機種数 

  ＡＶ商品 

電化商品 

通信機器商品 

情報機器商品・複写機 

合　計 

５６ 

１１４ 

６６ 

７３ 

３０９機種 

グリーンプロダクト開発プロセス 

G 
P
コ
ン
セ
プ
ト 

省エネ 

省資源 

安全性 

グ
リー

ン
プ
ロ
ダ
ク
ト
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン 

設計 

グ
リー

ン
プ
ロ
ダ
ク
ト
宣
言
書 

評価 認定 

特
に
優
れ
て
い
る
環
境
商
品
は
　
　
　
グ
リー

ン
シー

ル
を
認
定 

解体性 

リサイクル 

再生材料 

長期使用 
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　グリーンプロダクトのうち、特にすぐれ

た商品は、「グリーンシール商品」として

認定し、独自の特徴ラベルを商品本体

に貼付しています。２０００年１０月に認定

基準を一部改定しました。 

2.シャープグリーンシール制度 

　ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）とは、

資源採取から生産・販売・使用・廃棄に

いたるまで、商品が地球環境に与える影

響を総合評価する手法です。 

①環境負荷を最小にした商品開発　

②商品の環境改善レベルの情報公開

③生産プロセスの改善 

を目的に導入し、主要商品でＬＣＡを実

施しました。データベースの整備や評価

方法の改善を行い、２００１年度から本格

的に運用します。 

 

3.LCA評価の導入推進 

 

【○：初期から設定　◎：２０００年１０月改訂】 

○使用時の省工ネ：業界トップ機種 

○待機時の省工ネ：業界トップ機種 

　　０．１Ｗ以下（テレビ・ビデオ・エアコン） 

　　◎１．０Ｗ以下（電話機・ＦＡＸ・パソコン） 

◎省資源：業界トップ機種（節水・節洗剤　

など） 

◎リサイクル：リサイクル性の高い材料を使用 

◎グリーン材料：無鉛はんだ採用・ハロゲン

　系難燃剤廃止・塩ビの代替化 

○公的機関の表彰：省エネ大賞・新エネ大賞 

○その他：業界初または当社独自技術によ

　る環境配慮型商品 

グリーンシール商品の主な認定基準 ２０００年度グリーンシール商品品目内訳 

２０００年度グリーンシール取得商品例 

ＬＣＡで評価した商品の地球温暖化への影響（CO2評価） 

複写機 

テレビ 

冷蔵庫 

使用時のエネルギー 
削減がポイント。 

グリーンシール 

レーダーチャートの外側ほど負荷が大きいことを示します。 

部品・部材 
２４.７％ 

使用 
６８.９％ 

廃棄 
５.８％ 

組立 
０.４％ 

組立 
０.４％ 

輸送 
０.２％ 

輸送 
０.６％ 

ＡＶ機器 通信機器 家庭電化製品 

情報機器、複写機 

地球温暖化 

大気汚染 エネルギー 

酸性雨 

水質汚濁 

オゾン層破壊 

使用時の省エネと 
使用部品の削減が 
ポイント。 

使用時のエネルギー 
削減がポイント。 

（ＳＪ－ＷＨ４０Ｅ） （AR-S３３０） 

（２１Ｃ－ＦＡ１） 既存機種 

新機種 

部品・部材 
９．２％ 

使用 
８７.８％ 

廃棄 
２.０％ 

６つの環境影響を総合的に評価するＬＣＡを目指しています。 
 
 

総合評価のイメージ 

液晶テレビ　LC－１５C１ 

液晶オーブンレンジ　ＲＥ－ＬＣ３ 

ファクシミリ　ＵＸ－Ｅ３ＣＬ 

部品・部材 
１０．０％ 

使用 
８６．８％ 

廃棄 
２．２％ 組立 

０.６％ 
輸送 
０.４％ 

最新のグリーンシール商品一覧表は、 
下記のＵＲＬからご覧下さい。 

http://www.sharp.co.jp/sc/excite/kankyo/text/gseal-1.html

CLICK!

2000年度 
９８機種 

サーバー 
５ 

パソコン 
９ 

液晶モニタ ３ 

ＰＯＳ ３ 

複写機 
２６ 

エアコン 
４ 

レンジ 
４ 

除湿機 
１ 

掃除機 
２ 

冷蔵庫 
８ 

洗濯機 
６ 

液晶テレビ 
６ ＶＴＲ 

６ 
カラーテレビ ４ 

オーディオ ４ 

ファクシミリ 
７ 
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シャープでは、二酸化炭素排出抑制を目的に使用時、待機時の消費エネルギーを削減する技術開発を続けています。また、部品や

材料の削減を図り、商品の小型化や省資源化を進めています。 

Ⅱ.省エネ・省資源を考慮した商品開発

●業界トップクラスの省エネルギー商品の創出 
●シャープグリーンシールの取得目標：８０機種、売上げ構成比２５％ 

目標・計画 

 

取り組み施策・実績 

使用時と待機時の消費電力を業界トッ

プレベルに引き上げるために、部品から

商品までの一貫した省エネ技術開発を

図っています。 

1.省エネ技術開発 2.主要省エネ商品 

 

冷蔵庫（ＳＪ－ＬＣ４７Ｅ／４０Ｅ） 

　世界初のハイブリッド新冷却方式を開

発しました。これは、冷凍室と冷蔵室そ

れぞれに専用の冷却器を設けたＷ冷却

方式と、背面に設けた潤いパネルによる

冷却とを組み合わせた方式です。さらに、

庫内の状態にあわせてコンプレッサーの

回転を２５段階にコントロールするワイドリ

ニアインバータ圧縮機制御と、断熱効率

が高く「オゾン層破壊係数ゼロ」のノンフ

ロン真空断熱材を採用しました。これら

により、当社前年度機種に比べ冷却効

率が５．２％向上し、２００１年２月に省エネ

大賞を受賞しました。シャープの冷蔵庫

の受賞は昨年に引き続き４度目です。 

ビデオデッキ（VC－V1） 

　待機時用電源部分の効率化と、待機

時に不要な回路の遮断、さらに情報表

示を従来の蛍光表示管から液晶パネル

に変更したことで、従来機種に比べ、待

機時消費電力を７０％※削減しました。（時

計表示オフモードでは、９０％削減） 

※時計表示オンの場合 

冷却システムの省エネ性の推移 

ハイファイビデオ 
ＶＣ－Ｖ１ 

待機時消費電力の推移 

従来機種 
ＶＣ－ＨＦ９０ 

新機種 
ＶＣ－Ｖ１ 

（時計表示オン） 

センサ類、その他 

マイコン、 
マイコン周辺 

電源の 
スイッチング 
ロス 

蛍光表示管＋ 
ドライバＩＣ 

０．３Ｗ 

削　減 １．４Ｗ 

マイコン、マイコン 
周辺＋液晶関係 ０．３Ｗ 

電源の 
スイッチングロス ０．３Ｗ 

０．５Ｗ 

０．３Ｗ 

０．９Ｗ 

〈垂直断面図〉 〈垂直断面図〉 

１９９９年 
ハイブリッド方式 

１９９８年 
従来冷却方式 

●９８機種を発売（目標比１２２％） 
●売上げ構成比２５．７％ 

主要品目の待機時消費電力量の推移 

主要品目の消費電力量の推移 

携帯電話の待受時間の推移 

（W） 

（連続待受時間） 

0

0

100

0

150

200

250

300

300

1

2

3

4

5

6

7

8

600

900

1200

1500

1995 1996 1997 1998 1999 2000

2000

（kWh/年） 

1,365

566

205 169 169 155 149 149

472 440
393 370 340

1,200
1,169

1,073
992 991

テレビ（BS内蔵・28型タイプ） 

エアコン（2.8kWタイプ） 

冷凍冷蔵庫（400Lタイプ） 

（年度） 

1994 1995 1996 1997 1998 1999（年度） 

1996 1997 1998 1999 2000（年度） 

BS内蔵S-VHSビデオデッキ 
7

5

0.5
0.4

0.4

6

4.6

160

4.4 4.4

2.3

0.8

1.8
パーソナルFAX

180180
200

270

潤いそのまんま冷蔵庫 
ＳＪ－ＬＣ４７Ｅ 

５.２％ 
アップ 

冷却効率 

２０００年 
ハイブリッド新冷却方式 
（潤いパネル冷却+W冷却） 

冷却パネル 

冷却ファン 

冷却器 冷却器 

冷却パネル 

冷却器 

１５％
アップ 

冷却効率



パワーデバイス 

　電子機器では、異なる電圧で動作す

るＩＣが使用されています。そのため、高

い電圧からレギュレータによって電圧を

下げ、ＩＣの動作条件に合った低い電圧

を作っています。ところが、従来のレギュ

レータでは入力電圧と出力電圧の差が 

２．５Ｖ以上必要でした。当社が開発した

低電圧動作低損失レギュレータは、入出

力電圧差が最小０．５Ｖと小さいため、機

器の省エネ化に貢献できるほか、レギュ

レータ自体の消費電力も従来より５３％軽

減できます。またオフ時の消費電力は従

来の１／１００で、待機時消費電力の削

減にも寄与します。 

低損失レギュレータと 
低電圧動作低損失レギュレータ 
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従来型（透過型）ＴＦＴ液晶とスーパーモバイル液晶 

スーパーモバイル液晶を 
搭載した「ザウルス」Ｍ１－Ｅ１ 

普通紙コピーファクシミリ 
ＵＸ－Ｆ４１ＣＬ 

　商品本体の省資源化に加え、使用水

量を抑えた洗濯機の開発や、交換部品、

消耗品の削減（紙パックを使わない掃

除機「サイクロン」の開発など）に取り組

んでいます。 
 

洗濯機（ES－WD７４） 

　乾燥洗濯機「新乾洗」は、平均的買

い替え時期にあたる８年前（当社全自動

洗濯機ＥＳ－Ｂ７５０）と比べて１回当たり 

１０５r、年間（３６５回）では約３８，３００rの

水を節約。洗剤、電力の使用量も削減

します。 

液晶テレビ（LC－２０C１） 

　液晶テレビは、同型のブラウン管テレ

ビと比較して質量１／４以下、奥行きは

約１／8です。商品の小型化と軽量化を

通じて、省資源に取り組んでいます。 

3.省資源化商品の開発 

液晶テレビとブラウン管テレビの比較 

乾燥洗濯機　ＥＳ－ＷＤ７４ 

21型ブラウン管テレビ 
（当社21C - FA１） 

奥行き 
約1/8

質量 
6.6kg 

1/4以下 

6.25cm 
スタンド 
含まず 

LC - 20C1 
「ＡＱＵＯＳ」 

48.9cm

48.9 
cm

48.33 
cm

従来の低損失レギュレータ 
電力損失：１．５Ｗタイプ 

５３
％
の
省
エ
ネ 

入力電圧 

１．５Ｖ：レギュレータ部の電圧損失 
　　　　　　１．５Ｖ×１．０Ａ＝１．５Ｗ 

出力電圧 
１．８Ｖ／１．０Ａ 

３．３Ｖ 

ＰＮＰ－Ｔｒ 入力  出力 

制御ＩＣ 

低電圧低損失レギュレータ 
電力損失：０．７Ｗタイプ 

入力電圧 

０．７Ｖ：レギュレータ部の電圧損失 
　　　　　　０．７Ｖ×１．０Ａ＝０．７Ｗ 

出力電圧 
１．８Ｖ／１．０Ａ 

２．５Ｖ 

ＰＮＰ－Ｔｒ 入力  出力 

制御ＩＣ 

ファクシミリ（UX-F41CL） 

　ファクシミリは、常時電源が入っている

ため、待機時消費電力の削減がとくに

重要です。部品数の削減や周辺回路

のＬＳＩ化、電源回路部の高効率化を図

りました。また、待機時に動作しない回路

電源を遮断するなど、きめ細かい制御に

より、業界トップの待機時消費電力０．８Ｗ

を実現しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

スーパーモバイル液晶（ＨＲ－ＴＦＴ） 

　スーパーモバイル液晶は、ＴＦＴ素子

を駆動する電極に反射機能を併せ持た

せるマイクロ反射電極構造と超開口率

化技術とを組み合わせることにより、バッ

クライトを使用せず外光を反射させて液

晶の明るさを確保するものです。透過型

液晶に比べて消費電力を約１／７に削

減しました。これにより、省エネ性能の向

上と電池の長寿命化に貢献しています。 

　スーパーモバイル液晶は、パーソナル

モバイルツール「ザ

ウルス」などに搭

載されています。 
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　ＡＣコードやハーネスなどの電線被覆

材には、劣化の防止と加工を容易にす

るために人体に影響を及ぼさない程度

の微量の鉛が含まれています。シャープ

では２０００年度から電線メーカーの協力

を得て、鉛を含まない電線を採用しました。

新商品から順次無鉛コードに切り換えて

います。 

　ハロゲン化合物には物を燃えにくくす

る性質（難燃性）があり、プラスチックの

筐体や基板などに含まれています。また、

塩化ビニルもハロゲン物質の一種である

塩素を含んでいます。これらハロゲン物

質は、焼却の条件によってはダイオキシン

の発生の原因となるため、シャープでは

代替化を進めています。 

液晶ビューカム 

無鉛はんだ実装基板 

商品の使用時・廃棄時において人の健康や生体系に影響を与える可能性のある物質の削減や廃止を進めています。とくに鉛やハ

ロゲン系難燃剤、塩化ビニルの削減、廃止を重点的に進めています。 

 

Ⅲ.安全に使用・処理できる商品開発 

●２０００年度に無鉛はんだを２品目で導入。 
●２００１年４月以降の国内生産の新製品に無鉛はんだを導入。 
●２００１年４月以降の新製品よりコード類に含まれる鉛安定剤を廃止。 
●２００３年３月までに全商品の筐体・キャビネットおよび回路基板で
　ハロゲン化合物を廃止（２０００年主要商品で取り組む）。 

目標・計画 

●液晶ビューカム（ＶＬ－ＭＸ１）、冷蔵庫（ＳＪ－ＷＳ３５Ｅ）に無鉛は
んだを導入。 

●８品目の２０００年度新商品から無鉛コードを採用。 
●冷蔵庫のドアパッキング部に非塩化ビニル（オレフィン系エラストマー）
　を採用。 
●パソコン、液晶テレビなどに、ノンハロゲンキャビネットを採用。 

取り組み施策・実績 

無鉛はんだ実装基板へのＬＦ※マーク表示 

無鉛はんだ採用商品 
 

無鉛はんだ実装基板には、下記の目

的からシャープ独自のＬＦマークを表

示します。 

①基板修理など部品交換の際に、異

　種類はんだの混入による接続信頼

　性の低下を防ぐ。 

②廃棄時に、適切に処理できるよう

　にする。 

無鉛コードを採用した商品 ハロゲン化合物を削減した商品 

ＦＡＸ、電子レンジ、エアコン、掃除機、

石油ファンヒーター、オーディオ、 

液晶テレビ 

ノンハロゲン樹脂を 
採用したノートパソコン 
「メビウス」 

ノンハロゲン樹脂を 
採用した液晶テレビ 

ドアパッキングに 
オレフィン系エラストマー 
を採用した冷蔵庫 

ホースや吸込口バンパー 
にノンハロゲン樹脂を 
採用した「サイクロン」 
掃除機 

無鉛はんだ導入ガイドライン 

※Lead-Free（無鉛）の略 

　鉛が体内に蓄積すると、人間の中枢

神経がおかされたり、子供の成長を阻害

するなどの恐れがあります。シャープで

は従来の鉛はんだに替えて、すず・銀・

銅系などの成分からなる無鉛はんだの

導入を推進しています。２０００年度は、

液晶ビューカムと冷蔵庫に無鉛はんだ

の基板を導入しました。電子部品の電

極端子部のメッキなども無鉛化しています。

また、２００１年３月に無鉛はんだ導入ガイ

ドラインを制定しました。 

1.無鉛はんだへの取り組み 2.無鉛コードの採用 3.ハロゲン化合物の削減 

無鉛はんだ実装基板 

冷蔵庫 
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資源を有効に利用する「循環型社会」への転換には、廃棄物の排出抑制（リデュース：Reduce）、商品・部品としての再利用（リユース

:Reuse）、原材料としての再生利用（リサイクル：Recycle）の３Ｒ促進が必要です。シャープでは、家電リサイクルなどのプロセスで収

集した情報を設計にフィードバックし、３Ｒ商品の開発を進めています。 

Ⅳ..３Ｒに配慮した商品開発 

　家電品には多くのプラスチックが使わ

れており、シャープでは１９９９年からリサ

イクル技術の開発に取り組んできました。

添加剤などで改良を加えた結果、バージ

ン材とほぼ同等の強度で、かつコストメリ

ットのあるリサイクル材の開発を実現しま

した。２００１年度新商品の洗濯機から順

次水槽にリサイクル材を採用する計画

です。 

　プラスチックは、用途によって数多くの

種類とグレードが使われています。リサイ

クルする場合、異なった種類の樹脂が

混じり合うと品質が低下し、部品材料と

して使用できなくなります。このため商品

のキャビネットや筐体に使用するプラス

チックについては、各商品ごとに２種類、

３グレード以下と基準を定めました。リサ

イクル性向上のための統合、標準化を

図り、設計段階で具体化しています。 

1.プラスチックリサイクル 
　技術の確立 

　商品設計のガイドラインである「グリー

ンプロダクトガイドライン」を改訂し、３Ｒの

促進を重点項目として強化しました。３Ｒ

のひとつであるリサイクルについては関西

リサイクルシステムズ（株）と共同し、リサイ

クル現場からの情報を設計にフィードバッ

クするための仕組みを構築しました。 

4.３Ｒ実現のための仕組み 

　部品をリユース、リサイクルするには

人手による解体が必要です。長年の使

用によりビスが錆び、はずしにくくなると

解体時間が長くかかります。このため、

形状記憶合金や樹脂を利用した、熱を

加えるだけで締結部分がはずれる構造

のビスを開発しています。 

2.易解体性ビスを開発中 

　リサイクルしにくいプラスチックに代えて、

１９９９年よりマグネシウム合金を液晶ビュ

ーカムやパソコン、携帯電話など、小型で

軽量な商品のキャビネットに採用してい

ます。マグネシウムは軽いうえに強度が

強く、地球上に豊富に存在しています。 

 

3.リサイクルしやすい 
　材料の採用 

ノートパソコン 
マグネシウム合金を採用した 
キャビネット 

形状記憶合金製の易解体ビス 

熱を
加える 

シャフトが収縮する 

ロック 
が外れる 

使用時 解体時

洗濯機水槽に使用するＰＰ（ポリプロピレン） 
樹脂の比較 

３Ｒ設計実現の仕組み 

バージン材 

曲げ強度 

製品落下衝撃強度 

コスト 

リサイクル材 

98 

100 

80

100 

100 

100

洗濯機水槽のリサイクル材の長期信頼性の改善 
曲げ強さ（ＭＰａ） 
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バージン材 
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（
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研
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企画／設計 商　　品 

３Ｒ設計 
スパイラルアップ 

目標・計画 取り組み施策・実績 

●プラスチックのマテリアルリサイクルの実用化。 
●リサイクルしやすい材料への代替化。 
●部品リユースの実用化。 

●洗濯機水槽のマテリアルリサイクル技術確立(ポリプロピレン) 
●マグネシウム筐体の採用：パソコン(ノートパソコンＰＪシリーズ)、 
　携帯電話（Ｋ－４５０） 
●易分解性締結部品(形状記憶合金)を開発 
●リマニファクチャリング複写機でのリユース部品使用率７４％※ 
※詳しくは３１ページ参照。 
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　５年計画の最終年度として取り組みま

したが、大型家電商品の販売量が伸び

たことから、目標は達成できませんでした。

持ち帰りが主の５ｋｇ未満の商品は、発

泡スチロール包装をほぼ全廃しました。

当社商品の包装材のうちリサイクル可

能な紙系材料の占める比率は約９０％（重

量比）となりました。２００１年度は、５～１０

ｋｇの商品の発泡スチロール全廃を継続

する一方、１０ｋｇ以上の商品についても

発泡スチロール排出量を前年比５％削

減します。また、段ボールなどを含めた包

装材の総排出量を前年比３％削減します。 

1.発泡スチロール削減への 
　取り組み 

発泡スチロール排出量の推移（国内販売分） 

包装材構成比の推移（国内販売分） 

世界の環境ラベル取得状況（２０００年度の取得機種数） 

0

20

40

60

80

100

100

80

60

40

（％） 

（1995年度を100とした場合の指数） 

計画 

（年度） 

（年度） 

1998

1995 1996 1997 1998 1999 2000

段ボール 
1999 2000

発泡スチロール 
紙 

プラスチック 
その他 

 

５年前より包装材排出量の削減に取り組んできました。環境負荷が大きいとされている発泡スチロールについては紙系材料への変

更など積極的に推進しています。今後も継続するとともに、段ボール、板紙、プラスチックなど全ての包装材の削減に取り組みます。 

Ⅴ.包装材の削減 

 

環境ラベルとは、商品の環境への配慮をお客さまに分かりやすく明示するため、環境特性についての情報を商品などに貼付するも

のです。シャープは環境ラベルを積極的に取得して、商品の環境情報の提供に努めます。 

Ⅵ.環境ラベルの取得 

●発泡スチロール排出量（国内販売）を２０００年度に１９９５年比５０％
削減。 

●重量５ｋｇ未満の商品は発泡スチロールレス。 
●５～１０kg未満の商品の発泡スチロールレス（目標２００３年３月）。 
●１０ｋｇ以上の商品は発泡スチロールの排出量を前年比１０％削減。 

目標・計画 

●発泡スチロール排出量（国内販売）１，３３９ｔ（１９９５年度比３９．４％削減）。 
●重量１０ｋｇ未満の商品のうち、ＤＶＤプレーヤー、パーソナルファ

クシミリ、オーブントースター、ノートパソコン、カラーインクジェ
ットプリンタなど１７品目（累計）で、発泡スチロール全廃。 

●１０ｋｇ以上の商品のうち、洗濯機、冷蔵庫、エアコン室内機などの
主力機種で、発泡スチロール１０～２０％削減。 

 

取り組み施策・実績 
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実績 

エアコン室内機のオール段ボール包装 

国際エネルギースタープログラム 
対象国：日本、アメリカ、ＥＵ諸国など 
対象商品：テレビ、ビデオ、ＯＡ商品など 
基準：待機時の消費電力が一定基準以下 
 

環境チョイスラベル ノルディックスワン 
 

テレビ 

３０※ 

液晶テレビ 

５ 

ビデオデッキ 

１１ 

ＤＶＤ 

５ 

オーディオ 

９ 

複写機 

３５ 

パソコン 

５３ 

プリンタ 

１３ 

ファクシミリ 

２４ 

モニター 

１１ 

複写機 

７ 

※ビデオ内蔵１機種含む 

複写機 

５ 

対象国：カナダ 
対象商品：全商品 
基準：資源の再使用や
廃棄物の削減など 
 

タイ王国　グリーンラベル 

冷蔵庫 

２２ 

対象国：タイ王国 
対象商品：エアコン、冷蔵庫、
蛍光管、オフィス用紙など 
基準：使用時の環境性能、リ
ユース・リサイクル性など総
合的な環境負荷を評価 

中国　グリーンラベル 

冷蔵庫 

１４ 

対象国：中国 
対象商品：冷蔵庫、二次電池 

節能ラベル 

冷蔵庫 

４ 

対象国：中国 
基準：消費電力量 

エコマーク 

複写機 

２６ 

対象国：日本 
対象商品：複写機、パソコン、プリンタなど 
基準：資源採取から廃棄・ 
リサイクルにいたるライフ 
サイクル全体における 
環境負荷を総合評価 

対象国：北欧５カ国（スウェーデン、フィンラン
ド、ノルウェー、アイスランド、デンマーク） 
対象商品：ＯＡ商品、洗濯機、 
ＡＶ商品、生活雑貨など 
基準：資源やエネルギー 
消費量など環境負荷を 
総合的に評価 

ＴＣＯ９９ 
 

モニター 

４ 

対象国：スウェーデン 
対象商品：パソコン、パソコン用ディスプレイ
など 
基準：環境性能、安全性など 

ＧＥＡラベル 
 

ビデオデッキ 

１８ 

対象国：ＥＵ諸国 
対象商品：テレビ、ビデオ、ＯＡ商品など 
基準：待機時の消費 
電力が一定基準以下 
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環境に配慮した工場 

シャープでは、環境マネジメントシステムＩＳＯ１４００１をベースにした独自の環境取り組みを展開し、全シャープグループのグリーンファク

トリー化を目指しています。 

Ⅰ.グリーンファクトリー活動方針 

1.グリーンファクトリーの 
　コンセプト 

2.グリーンファクトリー 
　ガイドライン 

（１）大気への負荷、水系への負荷、

　  土壌への環境負荷がミニマム（最

　  小限）である。 

（２）事業系の廃棄物の排出がミニ 

　　マムである。 

（３）資源の消費がミニマムである。 

（４）エネルギーの消費がミニマム

　　である。 

（５）温室効果ガスの排出がミニマ

　　ムである。 

（６）化学物質による環境汚染や事

　　故のリスクがミニマムである。 

（７）地域との共生を図っている。 

（８）環境に関する情報の開示をし

　　ている。 

（９）事業所内外の自然の維持・回復

　  に努めている。 

　 （自然との共生を図っている） 

（１０）従業員の環境への意識が高い。 

○地球温暖化防止 

　エネルギーの合理的な使用と　

　二酸化炭素および温室効果ガス

　の排出削減 

○循環型社会への貢献 

　事業系廃棄物の削減（最終埋立

　て量のゼロ化） 

○有害化学物質の排出量削減 

  大気や水系への有害化学物質の

　排出を削減 

最優先課題 

グリーンファクトリーのイメージ 

生 産 ス テ ー ジ 

　グリーンファクトリーガイドラインは、環

境マネジメントシステムの狙いである「環

境パフォーマンスの向上」に重点を置い

ています。また、より広範な環境保全活

動を行えるよう、独自のテーマ（地域との

共生、自然との共生など）を追加しています。

１９９９年度に「基礎編」を制定し、国内

全生産事業所に徹底しました。２００１年

２月には、具体的な取り組み内容を記載

した改訂版を発

行し、運用してい

ます。 

　海外事業所に 

ついても、２００１

年度以降順次ガ

イドラインを導入

する計画です。 

3.最優先課題の推進 

　「最優先課題」を定め、全事業所あげ

て推進しています。 

グリーンファクトリー 
ガイドライン 

●廃棄物ゼロエミッシ

●化学物質の適正管理 
　ＰＲＴＲ 

●有害物質の大気・水系、 
　土壌への排出のミニマイズ 

●自然との共生（敷地内）
・小動物や植物が自生 

●地球温暖化防止 
・ＣＯ２その他温室効果ガス  
 排出ミニマイズ 
 

●環境自主行動計画の設定と推進 
・環境負荷低減、環境保全 
・情報開示 

●従業員の環境意識が 
　ハイレベル 
・グリーンマインドの徹底 
 

●地域社会との共生 
・情報交換・交流 

●悪臭、騒音、振動の 
　ミニマイズ 

●自然との共生（敷地外） 
・野生動植物の継続自生 

前提：ＩＳＯ１４００１認証取得済み 

●資源の効率活用 
・グリーン調達、再生資源活用 
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事業所のエネルギー使用を削減することにより、地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出量を減らすことができます。２０１０年度

までに二酸化炭素排出量の生産高原単位を１９９０年度比２５％削減する目標を掲げ、省エネルギー活動を進めています。 

 

Ⅱ.地球温暖化防止 

●国内：二酸化炭素排出量の生産高原単位を年率２％削減、２０１０年
度末までに１９９０年度比で２５％削減。 

●海外：二酸化炭素排出量の生産高原単位を、２０００年度を基準に毎
年２％削減、２０１０年度末までに２０％削減。 

目標・計画 

●国内：前年比１１．２％削減(商品生産事業所２４％削減、デバイス生
産事業所７．２％削減)。 

●海外：データ集計の一元管理開始、２０００年度の二酸化炭素排出
量９３，１０１ｔ－ＣＯ２ 

 

取り組み施策・実績 

1.国内生産事業所における 
　二酸化炭素排出削減 

　国内生産事業所の２０００年度二酸化

炭素排出量は３５３，４４０ｔ－ＣＯ２であり、前

年比１．３％増加しましたが、生産高原単

位では前年比１１．２％減少し、目標（年

率２％削減）を達成しました。１９９０年度

の生産高原単位と比べ商品生産事業

所で７４％、デバイス生産事業所で７６％

となりました。これは、高効率設備の導入

や省エネルギー診断の実施、計測管理

の強化などの取り組みによる成果です。

２００１年度は、生産設備側のエネルギー

効率の向上を目指して取り組みます。 

各地域ごとの二酸化炭素排出量（二酸化炭素換算） 

2.海外生産事業所における 
　二酸化炭素排出削減 

事業内容別二酸化炭素排出量推移（国内全生産事業所） 
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CO2排出量（t-CO2） 生産高原単位（t-CO2/億円） 

商品生産事業所 デバイス生産事業所 商品生産高原単位 全社生産高原単位 デバイス生産高原単位 

68.24

33.92

43.09 43.60

39.82

8.36 8.32 8.43 8.10
6.16

187,755

30,821 25,088 24,843 23,867

293,362
301,845

324,952

22,114

331,326

67.03 66.37

55.88
51.85

各事業所ごとに生産高原単位を2010年度に1990年度比25％削減に向け取り組みます。 

欧州（４社） 米州（２社） 東南アジア（１２社） 

中国（４社） 日本 

総排出量 
４４６，７１０t-ＣＯ2

７，９１６ｔ-ＣＯ2

１５，００７ｔ-ＣＯ2

５４，２３７ｔ-ＣＯ2

３５３，４４０ｔ-ＣＯ2

１６，１１０ｔ-ＣＯ2

　２０００年度に、海外各生産事業所の

目標を定め徹底しました。また、エネルギ

ー使用量のデータ集計の一元管理をス

タートしました。 

　２０００年度の海外生産事業所（２２社）

の二酸化炭素排出量は、９３，２７０ｔ－ＣＯ２

であり、シャープ全生産事業所の約２１%

を占めています。とくに、事業所の多い

東南アジアで、海外における総排出量

の５８%を排出しており、エネルギー削減

の取り組みが必要です。日本の省エネ

活動事例の紹介や、２００１年度から省エ

ネ診断の実施、およびグリーンファクトリ

ーガイドラインの運用を行います。 

※二酸化炭素排出量の算定には、日本の換算係数を使用
しました。 

※ 

（年度） 

35.39



吐出バルブ全開

排水移送ポンプ

インバータ盤

中継タンク
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排水移送ポンプのインバータ化 
（新庄事業所） 

　排水処理場への移送水量の調節を

吐出バルブによる調節から、インバータに

よる移送ポンプの回転数制御に更新し

ました。これにより、バルブ絞りのエネル

ギーロスが解消され、年間147ｔの二酸

化炭素を削減しました。 

 

業界最大能力の窒素ガス製造装置の
導入 

（三重事業所） 

　液晶を製造する三重事業所では新

工場の稼動に伴い、業界最大能力で高

効率の窒素ガス製造装置を導入しました。

今までの装置に比べ、製造エネルギーを

１０％以上低減し、年間で６３０ｔの二酸化

炭素排出を削減します。さらに、環境配

慮と液体窒素輸送の交通リスクを排除

するため、フロン冷凍機および液体窒素

による冷却を廃止しました。 

　二酸化炭素以外の温室効果ガスとして、

メタン、亜酸化窒素、ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６

が指定されています。ＨＦＣは冷蔵庫の

冷媒として使用していますが、生産工程

改善により、生産時の大気への排出量

を０．５％以下とする目標を達成しました。

ＰＦＣ、ＳＦ６は半導体や液晶の生産で使

用していますが、利用効率の改善、代替

物質への置き換え、分解処理技術の検

討などを行っています。 

 

温室効果ガス排出削減 
活動の事例 

ＰＦＣの削減（福山事業所） 

　液体ＰＦＣを冷媒として使用していた半

導体の生産装置を改造し、冷媒に純水が

使用できるようにしました。その結果、液体

ＰＦＣの排出量を年間１，３３２ＧＷＰｔ※削減

できました。 

　また、ＩＣのエッチングが終了したこと

を自動的に検知する設備の導入や 

ＣＶＤ装置のチャンバークリーニング条

件を最適化することで年間８，３９８ＧＷＰｔ

のＰＦＣ排出量を削減しています。 

※ＧＷＰｔ：地球温暖化に対する影響の大きさを、ＣＯ２の量

に換算した値 

 

4.二酸化炭素以外の温室効果 
　ガスの削減への取り組み 

インバータ制御による移送ポンプ 

熱処理炉の断熱材の変更 
（福山事業所） 

　ＩＣを製造する福山事業所では、ウエ

ハーの熱処理炉の断熱材を石英ウール

から断熱性の高い断熱リングに取り代えて、

年間３５３ＭＷｈのエネルギーを削減しま

した。 

新フリークーリングシステムの導入 
（三重事業所） 

　フリークーリングシステムとは、外気温

を利用して冷水を製造するシステムで事

業所の空調用に利用しています。 

　熱交換率を２倍にしたプレート熱交換

機を採用することにより、年間３７０ＭＷｈ

の電力が削減できました。またＬＰＧを利

用した吸収式の冷凍機を併用しており、

年間１６８ｔのＬＰＧ消費を抑えました。 

 

水膜方式湿式外気処理空調の導入 
（福山事業所） 

　ＩＣを生産するためのクリーンルームには、

微量な化学物質まで除去したクリーンで

温度・湿度を一定にした空気を２４時間

供給しています。このための特殊な空調

機に水膜方式湿式外気処理技術を導

入しました。加湿用エネルギーの削減に

より、従来方式と比べ年間で４１０ｔの二

酸化炭素排出を削減できました。 

3.省エネルギー活動の事例 
 

水膜方式湿式外気処理空調機 

圧縮空気をタービンで断熱膨張さ
せて空気を冷却し、冷熱源の代用
としている。 
 

窒素ガス製造装置の新旧比較 

今までの装置 

空気 圧縮機 
 

圧縮機 
 

圧縮機 
 

圧縮機 
 空気冷却機 

フロン冷凍 

熱交換器 

液体窒素タンク 
タンクローリー 

窒素ガス 

窒素ガス 

今回の装置 

空気 

今回廃止した部分 

膨張タービン 

熱交換器 



目標・計画 取り組み施策・実績 
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事業所から出る廃棄物を中間処理あるいは再資源化し、限りなくゼロに近づけるよう取り組んでいます。事業所内の最終処分量（埋

め立て量）を２ヵ月以上連続０．５％未満とするゼロエミッション化を、２００２年度中に全社で達成するよう活動を進めています。 

Ⅲ.廃棄物の排出削減 

　廃棄物分別の徹底と、材質別の再資

源化方法を確立し、全社の情報を共有

化することで、再資源化量を拡大しました。

その結果、２０００年度の国内生産事業

所の最終処分率は目標の２％を上回る 

１．５％に低減。再資源化率は８８．７％に

向上しました。また、国内の３事業所（栃木、

三重、田辺）がゼロエミッションを達成し

ています。 

 

　２０００年度の廃棄物総発生量は、前

年比で商品生産事業所８９．１％、デバイ

ス生産事業所１５７．９％となり、国内生産

事業所合計で１５２．７％となりました。 

　２０００年６月に策定した廃棄物発生抑

制マニュアルに基づき発生源での対策

を推進し、２００１年度は生産高原単位で 

２％削減を目標に取り組みます。 

　２０００年度に、国内の目標に整合した

海外各生産事業所の目標を定め徹底

するとともに、廃棄物のデータ集計の一

元管理をスタートしました。海外生産事

業所（２２社）の廃棄物総発生量は、 

４．１万tであり、シャープ全生産事業所の

約２７％を占めています。とくに、米州で

海外の総発生量の５２%が発生しています。

これは、主に商品の輸送時の木枠梱包

材ですが、米州ではこれを全量リサイク

ルしています。 

　２００１年度からは、グリーンファクトリー

ガイドラインを運用し、発生量削減対策を

推進します。 

1.最終処分量の削減 3.海外生産事業所における 
　 廃棄物削減 

2.総発生量の抑制 

廃棄物最終処分量の推移（国内全生産事業所） 

社内中間処理量 再資源化量 最終処分量 最終処分率 

（単位：t ） 最終処分率（単位：％） 

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

001
1.5

7,1

5,110

16, 1

28

40

68

77

83

90
87

1991 
（年度） 
 

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2005

総発生量 
30,680
4,023

35,257
3,751 6,445 8,998

11,745

16,080

15,791
10,174

15,846
24,756

29,38530,34831,506
26,657

7,931
36,793

38,383 36,501
39,857

56,935

7,826

63,137

18,322

34,641

33,318

71,876

109,727

10,703

18,986

47,780

97,331

107,532

6,833

100,156

1,693 538

99,185

6,805

92,380 

実績 計画 

廃棄物発生抑制マニュアル 

120.000

100.000

80.000

60.000

40.000

20.000

0

各地域ごとの廃棄物発生量 

欧州（４社） 

米州（２社） 

東南アジア 
（１２社） 
中国（４社） 

日本 

総発生量 
１５０，９６３ｔ 

４，７６３ｔ 

２１，５６０t

１２，５３０ｔ 

１０９，７２７ｔ 

２，３８３ｔ 

廃棄物発生量の内訳（海外生産事業所） 

汚泥 

廃油 

廃アルカリ 

廃プラスチック 

電子部品系廃棄物 

廃ガラス 

古紙類 

木屑 

その他（一般廃棄物） 

金属屑 

１７％ 

４０％ 

１１％ ７％ 

１％ 

３％ 

１６％ 

２％ 

１％ 
２％ 

●国内：２０００年度に最終処分率を２％以下 
　　　 ２００２年度に全社ゼロエミッション達成（全社最終処分率０．５％未満） 
          廃棄物の総発生量を前年比２％削減 
●海外：廃棄物発生量の生産高原単位を、２０００年度を基準に毎年 
　　　 ２％削減、２００５年度末までに１０％削減 

●国内：全社最終処分率１．５％ 
　　　 最終処分量１，６９３ｔ（商品事業所２７３ｔ、デバイス事業所１，４２０ｔ） 
　　　 廃棄物総発生量 前年比１５２．７％ 
●海外：データ集計の一元管理開始。 
　　　 ２０００年度の廃棄物総発生量４．１万ｔ 
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古紙 
（奈良事業所） 

　裁断、焼却処分していたオフィス古紙

は全事業所で紙質別の分類を徹底し、

量を確保。再生業者との契約を結び、製

紙パルプなどに再生し使用しています。 

２０００年度の再資源化量は約１５０ｔでした。 

 

廃液晶ガラスパネル 
（天理・三重事業所） 

　天理事業所で取り組んでいた液晶ガ

ラスパネルの再資源化を、２０００年度は

三重事業所にも拡大しました。合計で 

５７９ｔの液晶ガラスを、セメント材料や金

属精錬所の溶鉱炉で使用する硅素代

用品として再資源化しました。 

生活系汚泥の肥料化 
（広島事業所） 

　洗面所やトイレの排水を浄化した後に

残る汚泥から有機肥料を作る設備を導入。

事業所内の樹木に使用しています。 

4.再資源化活動事例 

廃ＩＰＡ（福山事業所） 

　ＩＣの生産に使用した溶剤（イソプロピ

ルアルコール（ＩＰＡ））の有価物化を拡

大するため、生産装置を改造し、水分の

低減を図りました。これにより、新たなリ

サイクル先が開拓でき、完全有価物化を

達成。約６５０ｔの廃棄物を削減しました。 

廃液晶ガラス再資源化フロー 

カレット生成 
（破砕処理） 

ガラスカレット 

溶鉱炉 

スラグ※ 粗酸化亜鉛 銅マット 

タイル原料 各種精錬所で 
金属回収 

廃液晶パネル 廃ガラス基板 

廃太陽電池モジュール 
（新庄事業所） 

　２０００年１２月から、製造段階で排出さ

れる太陽電池モジュールの再資源化を

進めています。太陽電池モジュールは

破砕したうえ、ガス化溶融炉で貴金属（銀、

銅）とスラグに分離。貴金属は精錬所で

回収し、スラグはセメント原料として再資

源化されます。これにより年間６０ｔの太

陽電池モジュールが再資源化できる見

込みです。 

廃プラスチック 
（奈良事業所） 

　奈良事業所では、廃プラスチックの再

資源化に取り組むため、減容化装置を

導入しました。硬質プラスチック類は破

砕機で１／５に、軟質プラスチック類は圧

縮梱包機で１／３に減容することができ

ます。これにより、発電用燃料として排出

量の全量（年間約１９０ｔ）をサーマルリ

サイクルできるようになります。 

太陽電池モジュール再資源化フロー 

太陽電池モジュール 

金属精錬所 セメント工場 

破　砕 

ガス化溶鉱炉 

有価金属塊 
（銀・銅） 

鉱さい 
（スラグ） 

汚泥脱水機 

二次発酵処理 
（2ヶ月間熟成） 

リサイクル肥料 

工場樹木に散布 

一定温度の下で 
撹拌しながら発 
酵菌の力で分解 
・一次発酵 
（48時間運転） 

処理機へ投入 
脱水汚泥 

浄化槽 

汚泥引き込み 

破砕後 

破砕前 

破砕機 

圧縮梱包機 

※スラグ：鉄とシリカを主成分とした生成物です。 

汚泥リサイクルフロー 

高速発酵処理機 
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大気・水質・土壌の保全、騒音・振動・悪臭・地盤沈下などの防止を図るとともに、万一の事故・災害に備えて適切な対応システムをつくり、地

域の環境保全に努めています。 

Ⅳ.地域の環境保全 

　大気汚染物質の排出が少ない天然

ガスの使用比率を高めることにより、ＮＯＸ、

ＳＯＸの排出量削減対策を強化しています。 

　生産時に水を多く使用するデバイス

事業所では、排水回収設備の増強や、

廃アルカリ液などの工程排水の浄化・再

利用を拡大するなど、事業所内の水の

再利用を進めています。 

1.大気への排出抑制 

水の使用量と排水量の推移（国内全生産事業所） 

事業所内での水の循環的利用量の推移 
（国内全生産事業所） 

直接燃焼方式スクラバーの導入 
（三重事業所） 

　生産工程で発生する希薄なレジスト

などを含む排気を、６～１０倍に濃縮して

燃焼、除害するシステムを導入。化学物

質の大気への排出量を削減しました。 

 

2.水系への排出抑制 3.土壌、地下水への排出抑制 

生産工程で 
発生するガス 
（レジスト） 

ガスフィルター 
でミストを除去 

ファン 

ファン ハニーローター 
で濃縮 

直接燃焼装置 

ＮＯＸ、ＳＯＸの排出量推移（国内全生産事業所） 

ＮＯＸの排出量（ｔ） ＳＯＸの排出量（ｔ） 

（t） 

1996 1997 1998 1999 2000
0

5

10

15

20

25

30
28.07

29.06

26.95 27.24
25.81

13.16 12.83

10.45
12.27

10.51

水の使用量（千m3/年） 水の排水量（千m3/年） 

（千m3） 

1996 1997 1998 1999 2000
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

17,757 17,512

20,498

18,483 18,610

10,594 10,945 10,893 10,817
10,094

（千m3） 

1996 1997 1998 1999 2000
0

5,000

10,000

15,000

7,692 8,095

12,739

10,900
11,846

工程排水の再利用（三重事業所） 

　液晶パネルを生産する三重事業所では、

化学薬品を含む排水を供給水のレベル

以上に浄化して再利用しています。 

　２０００年度の水の再使用率は、１９９９

年度の８２％から87％に改善しました。 

大気汚染防止への取り組み 水の総使用量低減への取り組み ２０００年度の浄化対策推進状況 

 

　１９９８年に実施した国内全１１事業所

の土壌・地下水調査の結果、奈良・八尾

事業所で浄化を必要とする汚染物質が

検出されました。汚染地域は敷地内の

限られた狭い範囲であり、外部への拡

大はありませんでしたが、環境省の指針

に基づく浄化対策を継続的に実施して

います。行政機関への報告や地元住民

への情報開示を定期的に続けています。 

浄化設備の例 

環境基準を上回る汚染物質が検出された事業所 

奈良・八尾 
事業所 

事業所名 推 進 状 況 

天理・新庄 
事業所 

汚染箇所には、止水壁設置
による汚染の拡散防止や
地下水の揚水・土壌の吸引
抜気による浄化を実施。着
実に浄化が進んでいます。 

汚染の程度が小さいことか
ら、当社および行政がそれ
ぞれ地下水の定期的なモ
ニタリングを継続していま
すが、問題ないレベルであ
ることが確認されています。 

低騒音冷却塔の導入（三重事業所） 

　冷却塔の新設にあたって、吐出口ダクト
が長く、ダクトの内面に吸音材を貼付した
タイプを導入。従来型よりも運転音が約３
～４ｄＢ低くなり、静かな運転を実現しました。 
 

騒音低減への取り組み 

（年度） 

（年度） 

（年度） 

 



28

Ⅴ.化学物質管理 

化学物質の使用量・排出量などの管理を徹底し、大気や公共水域への排出を抑制しています。また、危険・有害な化学物質につい

ては使用禁止や代替化、あるいは使用・排出量の削減を進めています。 

　有害化学物質の排出量を、２００３年

度に２０００年度比５０％削減する目標に

向け、重点管理化学物質を中心とした

管理を推進しています。 

1.有害化学物質排出量削減計画 

  

有害化学物質排出量削減計画 

対象年度 

排出目標 基準年 10％削減 30％削減 50％削減 

重点管理化学物質の基準 

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ 

 

●国内全生産事業所に化学物質管理システム導入。 
●先進各国のＰＲＴＲ規制物質を対象とした自主管理化学物質リス

トを策定し、排出削減計画を推進。（２００３年度に２０００年度比５０％
削減） 

目標・計画 

●資材購入システムと連動させた化学物質管理システムを国内全
生産事業所に導入し、全社使用化学品情報を一元管理。 

●化学物質管理委員会を発足し、重点管理化学物質の排出量を対
象に２０００年度を基準として、自主管理３カ年計画を策定。 

取り組み施策・実績 

1．PRTR法対象物質のなかで、排出・移動
の多い物質。 

2．量に関係なく、工場周辺住民に迷惑を
かけるおそれのある物質。 

3．PRTR法対象物質以外で、排出・移動量
の多い環境法等規制物質。 

　国内で使用する全化学品（ 延べ 

４，０００種類）の購入量の自動集計と、使

用量・排出量の把握・管理を目的に、独

自の化学物質管理システムを構築して

います。 

　このシステムは、化学品の安全性に関

する「ＭＳＤＳ※1データベース」、国内外

の法規制物質および自主管理物質など

の「化学物質情報データベース」、「化

学品の購入量の抽出および使用・排出・

在庫量の管理を行うシステム」からなり、

ＰＲＴＲ法※2に対応する物質収支計算

と行政への報告書式の作成を行います。 
 

※1　ＭＳＤＳ：材料の安全性データシート。化学品の成分
組成や有害性・法規制・適正取扱方法などを記載す
るシート。 

※2　ＰＲＴＲ法：特定化学物質の環境への排出量などの
把握および管理の促進に関する法律。 

 

2.化学物質管理システム 3.２０００年度ＰＲＴＲ調査結果 

　ＰＲＴＲ法の報告対象物質（３５４物質群）

のうち、２０００年度における取扱量が 

１．０ｔ／年以上の物質は、１４物質群、総

計２，６７９ｔでした。排出・移動量は約５６６

ｔで、取扱量に占める割合は２１．１％でした。

５７．７％（１，５４７ｔ）は燃料、金属資源など

にリサイクル。１４．４%（３８５ｔ）は反応、分

解などにより除去し、６．７%（１８１ｔ）は製

品に使用しました。 

　今後は、ＰＲＴＲ法に基づくデータの

届出と情報公開を進め、消費者や事業

所周辺地域の方々の理解を得ながら相

互の信頼関係を作る「リスクコミュニケ

ーション」に取り組んでいきます。 

 

ＰＲＴＲ集計結果 

２４．４７ 

０ 

７．３３ 

０ 

０ 

６．０８ 

０ 

２９．６０ 

０ 

０ 

０ 

０．３０ 

１６．４０ 

３０１．２５ 

３８５．４３ 

０ 

０ 

０ 

３．０３ 

１７６．８２ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０．７４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１８０．５９ 

１，４６２．３０ 

０ 

０ 

０．３８ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

８４．４３ 

１，５４７．１１ 

２７０．０８ 

４．２８ 

７．４７ 

０ 

１．１９ 

５８．６３ 

５８．６２ 

１．８９ 

９．４１ 

０．８４ 

１．２６ 

７．０１ 

１０５．５６ 

４０．０３ 

５６６．２７ 

 

２６６．６６ 

４．２０ 

５．５０ 

０ 

０．４０ 

４０．０５ 

４５．４４ 

１．８９ 

７．５３ 

０．８４ 

１．２２ 

７．００ 

９４．７２ 

２．９７ 

４７８．４２ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

３６．９７ 

３６．９７ 

３．４２ 

０．０８ 

１．９７ 

０ 

０．７９ 

１８．５８ 

１３．１８ 

０ 

１．８８ 

０ 

０．０４ 

０．０１ 

１０．８４ 

０．０９ 

５０．８８ 

１，７５６．８５ 

４．２８ 

１４．８０ 

３．４１ 

１７８．０１ 

６４．７１ 

５８．６２ 

３１．４９ 

９．４１ 

１．５８ 

１．２６ 

７．３１ 

１２１．９６ 

４２５．７１ 

２，６７９．４０ 

１６ 

２４ 

６３ 

６４ 

８５ 

１０１ 

１３９ 

１７２ 

２２４ 

２５２ 

２５４ 

２６０ 

２６６ 

２８３ 

２－アミノエタノール 

アルキルベンゼンスルホン酸 

キシレン 

銀およびその水溶性化合物 

クロロジフルオロメタン 

酢酸２－エトキシエチル 

Ｏ－ジクロロベンゼン 

Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 

１，３，５－トリメチルベンゼン 

砒素およびその無機化合物 

ヒドロキノン 

ピロカテコール 

フェノール 

フッ化水素およびその水溶性塩 

 

対象化学物質群 
排出・移動量 

取扱量 

合　　計 

 

大気排出 水域排出 廃棄物 小　計 
ＰＲＴＲ 
番号 

リサイ 
クル量 

除去 
処理量 

消費量 
（商品としての出荷） 

（単位：ｔ／年） 
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使用済み商品のリサイクルは、限りある地球資源を有効に活用する重要なテーマです。シャープは、３Ｒ技術開発とシステムの構築に

取り組み、循環型社会の実現に貢献したいと考えています。 

「家電リサイクル法」に対応し、２００１年４月大阪府枚方市で関西リサイクルシステムズ（株）が本格稼動しました。回収・リサイクル業

務の円滑な遂行に取り組んでいます。 

Ⅰ.リサイクル活動方針 

 
Ⅱ.家電品のリサイクル 

●「家電リサイクル法」に対応したリサイクル拠点として、家電４品
　目のリサイクルプラントを建設・稼動。 
●プラスチックのクローズドリサイクルシステムの開発。 

目標・計画 

●関西リサイクルシステムズ（株）が２００１年４月から本格稼動。 
●業界で初めて洗濯機水槽にリサイクルプラスチックを採用（２００１
　年８月実用化）。 

取り組み施策・実績 

　２００１年４月施行の特定家庭用機器

再商品化法（家電リサイクル法）による

家電４品目（エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗

濯機）の適正なリサイクル処理を開始し

ました。今後パソコンなどの情報機器を

含め、使用済み商品のリサイクルを円滑

に進める事業を強化することにより、循

環型社会の構築に寄与していきます。 

1.取り組み方針 

1.家電４品目リサイクルへの 
　取り組み 

2.関西リサイクルシステムズ㈱
 　での再商品化 

　関西リサイクルシステムズ（株）は、シャ

ープ、三菱マテリアル（株）と家電５社が

共同で設立した都市型リサイクルプラン

トです。このプラントは、年間６０万台の家

電４品目の処理能力を備えています。 

　（財）家電製品協会が「家電リサイク

ル券センター」を設立しましたが、当社も

参画し、回収・リサイクル業務の円滑な

推進を支援しています。 

（１）お客さま、ご販売店、自治体の便宜

を考えた仕組みとする。 

（２）常にリサイクル率の向上に努め、将

来の埋め立てゼロを目指す。 

（３）リサイクル技術・ノウハウを商品の

設計、開発に反映する。 

循環型社会実現への活動 
リサイクルステージ 

　２００１年３月に実施した試験運転では、

法定再商品化率を上回る結果を上げる

ことができました。本格的な操業を開始

した後も高レベルの再商品化率を維持

しています。今後は、処理方法の見直し

やリサイクル技術の向上を図ります。２０

０１年度は下表の再商品化率を目標にし

ています。 

家電４品目の再商品化率 

品目 法定基準値 実績値 
（４－５月累計） 

２００１年度 
目標値 

６０％ 

５５％ 

５０％ 

５０％ 

８２％ 

６８％ 

５９％ 

６０％ 

８５％ 

７５％ 

６５％ 

６５％ 

エアコン 

テレビ 

冷蔵庫 

洗濯機 

関西リサイクルシステムズ(株)　枚方リサイクルプラント 

枚方プラントの冷蔵庫解体ライン 

処理量 

取扱品目 

処理方法 

敷地面積 

建物 

６０万台／年 

エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機 

分解、破砕、選別、フロン回収 

約８，６８０ｍ２ 

事務所１、２、３階　　工場１、３階 
建築面積／約２，８６０ｍ２ 
延床面積／約５，２００ｍ２ 

施設概要 

リサイクル事業についてのコンセプト 
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リサイクルフロー 4.洗濯機水槽のリサイクル 

　洗濯機の廃プラスチックを手解体で、

きめ細かに分別・回収することにより、ポ

リプロピレン樹脂のマテリアルリサイクル

が実現できます。シャープと関西リサイク

ルシステムズ（株）共同で、この技術を開

発しました。これにより、回収された洗濯

機の水槽を、新しく製造する水槽の原

材料として利用できるようになりました。

この技術を利用した洗濯機を２００１年８

月より販売する予定です。今後はこの技

術を他の商品にも流用し、資源の有効

利用を図っていきます。 

枚方プラント 再生加工メーカー シャープ社内 成型加工 

回収した水槽 破砕樹脂  再生ペレット 再生材を使った水槽 

水洗 
または 
湯洗 

バージン材 
物性改良材 

混合 

分解 破砕 洗浄 リペレット 物性調整 成型 

3．関西リサイクルシステムズ㈱ 
　からの情報発信 

　シャープでは、関西リサイクルシステム

ズ（株）を環境に関するさまざまな情報

の発信基地としても活用しています。 

　１つ目は、次世代を担う小中学生への

環境教育です。開かれた工場として社

内外の見学者を多数受け入れるとともに、

社会貢献活動の一環として地域の環境

教育を支援しています。現在、工場の立

地する枚方市と協力し、市内の小中学

生に対する環境教育を行っています。こ

れまで５６団体・８４３名のみなさまに見学

いただいています（２００１年６月１５日現在）。 

　２つ目は、３Ｒ設計を推進するための

開発部門への情報フィードバックです。

リサイクル率向上に向け、「グリーンプロ

ダクトガイドラインリサイクル編」を強化す

るとともに、設計技術者の研修の場とし

て活用します。 

　さらに、マテリアルリサイクル技術の確

立に向けた情報のフィードバックも行って

います。 

関西リサイクルシステムズ(株)の役割り 

事
　
業
　
部 

リサイクル設計のための情報のフィードバック 
システム 

設計への提案 

リサイクル技術 

リサイクル関連情報 
フィード 
バック 

リサイクル 
（関西リサイクル 
　　システムズ（株）） 

企画設計 

商品化 

環境教育（テレビの分解実演） 

環境コミュニケーション 

リサイクル設計 マテリアル 
リサイクル技術開発 

・「グリーンプロダクト 

　ガイドライン リサイクル編」 

・設計技術者の研修 

・環境教育実施 

・見学受入 

・プラスチックリサイクル 

　技術開発 

関西リサイクルシステムズ（株） 

フィードバック 

学生、市民 

素材メーカー 設計技術者 

関西リサイクルシステムズ(株)は資源リサイクルを行うだけの工場ではなく、ここで得られたノウハウ

や情報をフィードバックすることを目的にしています。 
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２００１年４月から、「資源有効利用促進法」が施行され、事業系の使用済みパソコン（周辺機器を含む）や複写機のリサイクル、リユー

スがメーカーに義務づけられています。当社では法律の施行に先がけて複写機のリマニファクチャリングに取り組んできました。今後、

家庭系の使用済みパソコンについても、回収・リサイクルシステムの構築を検討していきます。 

Ⅲ.ＯＡ機器のリサイクル 

●ＯＡ機器の回収、リサイクルシステム構築（事業系パソコン、事業
　系複写機） 

目標・計画 

●事業系パソコンリサイクルシステムの構築（回収拠点全国約２５０
ヵ所、リサイクル拠点４ヵ所) 

 

取り組み施策・実績 

1.パソコンの回収・リサイクル 

　事業系パソコンの場合、リース契約が

大半を占めるため、お客さまから回収依

頼を受けて引き取る方式になります。シ

ャープでは効率的なリサイクル事業の展

開に向けて、全国４ブロック・約２５０ヵ所

の回収拠点をもつ独自のリサイクルシス

テムを構築しました。 

2.複写機の 
　リマニファクチャリング 

　国内では１９９７年から複写機のリマニ

ファクチャリングシステムを推進しています。

これは、使用済みマシンを回収し、状態

検査を行ったうえで部品ごとに分解、洗浄、

厳しい検査を経て再び生産ラインに投入、

最終的に新規の部品も加えて、新造品

と同等の品質のマシンに組み上げるシ

ステムです。複写機ＳＤ－２１５０Ｒ（「Ｒ」

はリマニファクチャリング品を示しています）

では質量比７５％以上（部品点数の７４

％以上）のリユースパーツ使用率を実

現しています。 

　また、２００１年度は、東南アジアを主体

とした海外向けのリマニファクチャリング

複写機の生産を開始し、輸出しています。 

 

リマニファクチャリング複写機ＳＤ－２１５０Ｒ 

回収拠点 

（約250） 

回収 
依頼 

回収 

事業系ユーザー 
による持込 

委託先 A社 

非鉄金属 

回収素材 

鉄 

プラスチック 

基板 

ケーブル 

液晶パネル 

蛍光灯 

ゴム類 
最
終
処
分 その他 

委託先Ｄ社 

委託先 B社 

委託先 C社 

パソコンのリサイクルフロー 

シャープ 

委託先 
E社 

事
業
系
ユー

ザー
 

回収されたパソコン 
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4.液晶モジュールのリサイクル 

　液晶トップメーカーの責務として、 

１９９９年度に他社に先がけて液晶ガラス

パネルのリサイクル技術を確立しました。

２０００年度は液晶ガラスに加えて、重量

構成比の高い導光板や金属類のリサイ

クル技術開発に取り組み、重量比７０％

のリサイクルが可能となりました。ガラス

はスラグ化してセメント材料などに、導光

板はリペレット化して装飾品や日用雑貨

品の材料にそれぞれ再生します。 

　２００１年度目標のリサイクル率８０％達

成に向け、樹脂シャーシ（重量構成比９％）

とプリント基板（同４％）の有用な再資源

化や用途開発を推進しています。 

3.複写機の回収・リサイクル 

　２０００年度は、使用済み複写機の全

国回収・処理システムを本格的に稼動し

ました。全国１１４ヵ所に回収拠点を設け、

そこから北海道、埼玉、三重、福岡の分

解業者に集約し、再資源化を行っています。

２０００年度は３，０９８台を回収・リサイクル

しました。 

　２０００年末からは部品の再利用システ

ムの拡大も進めており、２００１年度は、メ

イン基板をはじめとしたサービスパーツ（補

修用部品）としてリユースに取り組みます。 

複写機の回収フロー 

導光板（アクリル）のリサイクル例 

現状のリサイクル可能率と２００１年度の目標 

液晶モジュールの構成（モデル：当社１３．３型機種） 

 

粉砕粒 

ペレット 

導光板 

回
収 

回収 販売 

サー
ー

ビ
ス
パ

ツ
の
供
給 

リ
マ
ニ
フ
ァ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ
品
の
供
給 

再生商品 

全国の販売拠点 

お 客さま 

各
地
域
の
分
解
業
者 

リ
マ
ニ
フ
ァ
ク 

チ
ャ
リ
ン
グ 

リ
サ
イ
ク
ル 

リ
ユー

ス 

主要機構部品 

金属類 

液晶ガラス 

導光板 

樹脂シャーシ 

基板 

その他樹脂 

偏光板 

蛍光管 

重量比（％） 

１１ 

３９ 

２０ 

９ 

４ 

１０ 

６ 

１ 

主要材料 

ステンレス、アルミ、メッキ
鋼板 

ガラス、有機材料、その他 

アクリル樹脂 

ＰＣ＋ＡＢＳ（ガラス繊維含有） 

貴金属（金・銀）、樹脂、ガラス
繊維 

樹脂（複合材料） 

有機材料（複合材料） 

水銀、その他 

金属類 
１１％ 

液晶ガラス 
３９％ 

導光板 
２０％ 

樹脂 
シャーシ 
９％ 

基板 
４％ 

その他樹脂 
１０％ 

偏光板 
６％ 

蛍光管 
１％ 金属類 

１１％ 

導光板 
２０％ 

樹脂 
シャーシ 
９％ 

基板 
４％ 

その他樹脂 
１０％ 

偏光板 
６％ 

蛍光管 
１％ 

液晶ガラス 
３９％ 

現状リサイクル率 
７０％ 

目標リサイクル率 
８０％ 
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環境意識を高める活動 

環境にやさしい企業風土作りに向けて、従業員への環境教育、啓発活動を推進しています。階層別一般研修に加え、２０００年度か

ら技術者向けに「グリーンエンジニア研修」を開講し、レベルアップに努めています。 

 

Ⅰ.環境教育活動 

 

●従業員の環境意識と知識の向上を促進する教育の実施 
　（一般研修2，270名、専門研修1，460名） 
●社内外と協力した社会貢献活動の実施 

目標・計画 

●環境研修の実施　一般研修　１，６５０名、専門研修　１，４３９名受講 
●技術者向専門研修「グリーンエンジニア研修」開講　８４名受講 
●関西リサイクルシステムズでの小中学生環境教育の体制整備 
 

取り組み施策・実績 

　「一般研修」と「専門研修」の両面で

環境研修を行っています。一般研修で

は新入社員から経営職にいたる階層ご

とに環境問題の知識や当社の環境取り

組みについて徹底しています。専門研

修では、職種ごとに必要な知識の習得と

実践を行っています。今後は、イントラネ

ットなどを活用した全従業員に対する環

境研修を実施する予定です。 

 

　環境に関する専門知識や法規制、技

術に精通した技術者の育成を目指し、「グ

リーンエンジニア研修」をスタートしました。

初年度は「グリーンプロダクト基礎」コー

スを開講しました。研修では「廃プラスチ

ックのリサイクル技術」「ＬＣＡ」といった

最新技術動向の講義のほか「未来のグ

リーンプロダクトとは何か」について、グル

ープ討議を行いました。 

　今後、リサイクルプラントでの解体実習

によるリサイクル設計の習得を目標とし

た「グリーンプロダクト実践コース」や「グ

リーンファクトリー」「グリーンデバイス」コ

ースを開講し、環境エキスパートの育成

を行います。 

1.環境研修体系 2.グリーンエンジニア研修 

研修内容と受講者数 

一般 

専門 

１９９９年度 概要 名称 区分 ２０００年度 

グリーンプロダクト基礎コース 研修カリキュラム 

グ
リー

ン
プ
ロ
ダ
ク
ト
概
論 

各
　
　
　
論 

項目 内容 

マインドステージ 

グリーンエンジニア研修 

シャープ環境研修体系のイメージ 
「環境の樹　Ｇｒｅｅｎ　Ｔｒｅｅ」 

葉 
環境エキスパートの育成 
「専門研修」 

根（ＧＭ） 
環境にやさしい企業の 
風土醸成「一般研修」 

新入社員研修 

新任管理職研修 

環境リフレッシュ研修 

海外派遣者研修 

営業・サービス職研修 

グリーンエンジニア研修 

環境への取り組みを理解し、環境への意
識を高める 
 
環境への取り組みと環境問題について
管理職の立場から考える 
 
各本部ごとに、環境問題の一般知識と当
社の環境取り組みについて啓発を行う 
 
海外赴任者に、赴任地での環境法規制
や当社環境戦略について徹底する 
 

販売会社、サービス会社の従業員を対象に「家
電リサイクル法」「グリーン購入法」など、業務
に必要な環境法規制と対応方法を徹底する 
 

環境法規制、環境関連技術に精通した技
術者、部門の環境リーダーを育成する 

２３５ 

１２ 

１，６０７ 

５６ 

９９６ 

－ 

環境法規制概論 
 
シャープ環境戦略 
 
グリーンファク
トリー概論 

グリーンプロダクト
戦略(概論) 
 

特別講演 

グループ討議 

無鉛はんだ 

廃プラスチックの
リサイクル技術 
 
ＬＣＡ 

環境問題の現状　 
各国環境法規制 

３Ｇ－１Ｒ戦略 

物作りと環境の関わり　 
環境に配慮した事業活動 

グリーンプロダクトの必要性 
と課題　 
グリーンプロダクトガイドライン 
 
環境で先進的な他社事例紹介 

未来のグリーンプロダクトとは 

現状と課題　 
無鉛はんだ導入ガイドライン 

課題　 
洗濯槽での実装について 

ＬＣＡの定義　実施手順 

２５４ 

２４ 

１，３７２ 

２７ 

１，３２８ 

８４ 



34

従業員の環境意識の向上と全員参加による環境保全活動の推進を目指して、１９９８年からグリーンマインドキャンペーンを国内でスタ

ートしました。人事本部、環境安全本部、労働組合を推進事務局として、労使合同で積極的な活動に取り組んでいます。 

 
Ⅱ.グリーンマインドキャンペーン 

●身近な環境活動を実施しながら、従業員の環境保全意識とモラ
　ルの向上、地域への貢献を目指す。 
●国内全事業所で環境市民活動の実施。 

目標・計画 

●従来から取り組んでいる活動に加えて、６月の環境月間に全事業
　所で環境市民活動を一斉に実施。環境ポスターや標語の公募な
　どの意識啓発活動も展開。 
 

取り組み施策・実績 

　国内従業員を対象に環境標語を募

集しました。寄せられた作品のなかから

優秀作品３点をまとめて、国内の各事業

所に掲示しています。また、標語募集と

同時に国内外で環境ポスターを公募し、

最優秀賞の作品を全事業所に掲示して

います。社内の飲料自動販売機の紙コ

ップにも印刷し、従業員の環境意識向上

を図っています。標語とポスター合計で 

１，３６７件の応募がありました。 

　各事業所では、通勤道路を中心に周

辺地域の清掃活動を定期的に実施して

います。奈良事業所では環境月間の６月

には、缶・ビン類２３袋、燃えないゴミ２２袋

を回収しました。また、広島事業所では６

月に実施された東広島市主催の「散乱

ゴミ回収キャンペーン」に従業員８０名が

参加し、市役所や駅周辺の清掃活動を

行いました。 

3.社外に対する啓発活動 

　シャープでは、小集団活動を「ＣＡＴＳ」 

（Ｃｒｅａｔｉｖｅ　Ａｃｔｉｏｎ　Ｔｅａｍｓ）と呼び、

１９９１年から品質の向上を中心に活動

しています。２０００年度からは、環境改善

に関するテーマにも取り組んでいます。 

　２０００年度の成果を発表する第１９回

ＣＡＴＳ全社大会では、通信システム事

業本部・生産技術開発部チームが「折り

たたみ型携帯電話機の衝撃開閉試験

装置開発」をテーマに取り組み、最優秀

賞になりました。 

1.小集団活動による環境負荷 
　の軽減 

2.環境標語と環境ポスターの 
　募集 

3.環境市民活動 
　（事業所周辺の清掃活動） 

ＣＡＴＳ全社大会での発表風景 

平野ビル周辺（大阪市）での清掃活動 

説明パネル 

環境啓発のポスターと標語 

関西リサイクルシステムズ（株）での
小中学生環境教育 

　次代を担う小中学生に、リサイクルの

重要性を含め、環境問題を理解してい

ただく教育の場として、関西リサイクルシ

ステムズ（株）のリサイクルプラントを活用

しています。地元枚方市教育委員会と

準備を進め、２００１年５月より市内の小中

学生の工場見学を含めた環境教育を

実施しています。 

　工場では、廃家電製品が解体され資

源として分別・回収されていく様子を見

学していただくほか、資源問題やゴミ問

題といった身近な環境問題、リサイクル

の必要性や仕組みをわかりやすく説明

しています。 
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環境にかかわる情報開示とコミュニケーションの強化は、きわめて重要な活動です。さまざまな機会と手段を活用して積極的に情報を

公開する一方、環境報告書やホームページ、アンケート調査などを通して、皆さまからのご意見・ご要望をお聞きし、双方向のコミュニ

ケーションを図ることで、今後の活動に役立てるように努めています。 

Ⅲ.情報開示とコミュニケーション 

●積極的な情報開示により、ステイクホルダーの皆さまとの双方向
のコミュニケーションを深める。 

●環境報告書の発行。 

目標・計画 

●環境報告書、環境パンフレットの発行、環境展示（エコプロダクツ
　２０００）出展。 
●環境ホームページの随時改訂による最新情報の発信。 
●環境モニター制度による情報収集開始。 

取り組み施策・実績 

1.情報開示 

環境報告書・パンフレット 

　１９９９年より毎年１回、「環境報告書」

を発行しています。２０００年度は日本語版・

英語版・中国語版を発行しました。 

　また、環境報告書の内容をコンパクト

に編集した、分かりやすい内容の「環境

パンフレット」を発行しました。展示会など

を中心に広く一般の方々 に配布しています。 

2.情報収集：環境モニター調査 

3.環境展示 

三重環境フェア 

　２０００年１０月より、環境に関する消費

者の動向やご意見、ご要望を直接把握し、

取り組みや環境配慮型商品の開発に

反映するための「環境モニター調査」を

始めました。２０００年度は「家電リサイク

ル法の認知度」調査（10月、11月）およ

び「商品の環境配慮性に関する有効な

情報伝達方法」の調査（12月）を、計３

回実施しました。調査結果は全社環境

会議などを通して、各事業部にフィード

バックしています。 

　２０００年４月に、三重県が開催した「第

１回三重環境フェア」に参加。液晶テレ

ビの省エネ効果についての展示を行い、

延べ５０，０００人の来場者にご覧いただき

ました。 

エコメッセちば2000

　１９９６年から毎年、千葉市・幕張新都

心で開催される「エコメッセちば」に、中

心メンバーとして参画。従業員がボラン

ティアで運営を支えています。これは、企業・

市民・行政が一体となった環境活動の

発表の場です。２０００年１０月に開催され、

住宅用太陽光発電システムを展示しま

した。この電力をメイン会場の一部電源

として提供しました。 

 

エコプロダクツ２０００ 
　２０００年１２月に東京で開催された「エ

コプロダクツ２０００」で「２１世紀に持って

いくもの」をテーマに、環境に配慮した事

業活動と商品の紹介、ライフスタイルの

提案を行いました。2001年も引き続き出

展します。 

環境活動ホームページ 

　シャープのホームページ内に環境活

動ホームページを開設しました。環境報

告書の内容を閲覧できるほか、最新の

環境トピックスや環境配慮型商品の情

報を紹介しています。 

２０００年度版パンフレット 

「液晶デジタルニューライフ」の提案コーナー 

http://www.sharp.co.jp/sc/excite/kankyo/kankyou.htm  
 

CLICK!

「三重環境フェア」の展示コーナー 

住宅用太陽光発電 
システムの展示 

太陽光発電システムで電源を 
供給 
 

環境活動ホームページへは、 
下記のＵＲＬにアクセスして下さい。 
環境報告書、環境パンフレット等のPDFデータも 
入手できます。 
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商品やパーツなどの物流部門では輸送形態の見直しなどの施策を推進し、地球温暖化の防止や廃棄物の削減に取り組んでいます。 

 
Ⅰ.物流現場での環境活動 

●ＪＲコンテナ輸送　２０００年度月平均２００本（５ｔコンテナ換算） 
●構内待機中のアイドリングストップ 
 

目標・計画 

●月平均１６５本 
●アイドリングストップにより、二酸化炭素の排出量を毎月６６ｔ－ＣＯ２

　削減 
 

取り組み施策・実績 

　輸送方法の見直しにより、トラック便か

ら鉄道コンテナ輸送へのモーダルシフト

を推進しています。２０００年度は、月平均

で１６５本のコンテナ輸送を実施し、前年

比３２．７％増に相当する６９ｔの二酸化炭

素排出を削減しました。西日本ロジスティ

クスセンター広島駐在（東広島市）では、

本数ベースで前年比１９２．３％の伸長と

なり、全体の約３割が鉄道輸送に切り換

わっています。 

1.モーダルシフトの拡大 2.アイドリングストップ活動 

緩衝材の削減 

　輸出入コンテナ輸送を中心に、再利

用の可能なエアバックに切り替えています。

これにより、段ボール１３t／月、発泡スチ

ロール９１ｍ３／月を削減しました。 

梱包材の削減 
　西日本ロジスティクスセンター広島駐

在では、それまで購入していた部材の梱

包材に、廃品として排出していた商品の

梱包ケースを再利用し、梱包材の削減

に努めています。 

4.廃棄物の削減 

　全国の物流拠点では、エンジン式のフ

ォークリフトを、二酸化炭素排出が少なく

深夜電力を使用できるバッテリー式へと

切り替えを進めており、既に２５０台がバッ

テリー式になっています。トラックについ

ては、委託先運送会社と協力し、低公害

車への切り替えを推進しており、現在４ｔ

車２台を導入済みです。 

 

3.低公害車の導入 

ＪＲコンテナへの積み込み 

エアバック 

バッテリー充電ステーション 

環境に配慮した物流 
物 流 ス テ ー ジ 

コンテナ輸送本数の推移（月平均） 

（本） 

0

100

125

150

175

200

144

165

181

1999 2000 2001 
目標 

エアバック 

　アイドリングストップを呼びかけるステッ

カーを受付や車両に貼付したり、看板や

構内掲示板でドライバーへ注意を喚起

するなどの対策により、ほぼアイドリング

ゼロ化を達成しました。この効果を二酸

化炭素排出量に換算すると、毎月約66ｔ

削減したことになります。※ 
※平均構内滞在時間の２時間、アイドリングを続けた場合

との比較 

アイドリングストップ看板 

（年度） 
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グローバル企業として、海外販売会社・生産拠点においても環境活動に取り組み、従業員の環境意識向上、地域社会への貢献に向

け推進しています。 

●グローバルな環境先進企業実現のため、全世界統一の目標を掲げ、
　行動する。 

目標・計画 

●第２回世界環境会議（６月）にて統一目標を設定。 
●地域別環境会議（１０～１１月）にて取り組みの徹底・推進。 

取り組み施策・実績 

　２０００年６月２３～２４日の２日間にわたり、

第２回世界環境会議を開催しました（参

加者７０名）。 

主要テーマ 

　環境配慮型商品の創出を行うための

組織作りや地球温暖化防止、廃棄物削

減などの共通推進テーマについて方向

付けを行いました。また、１８事業所（国

内２事業所、海外１６事業所）から各国

の環境法規制、最新環境技術、環境取

り組みなどの発表を行い、共通認識を深

めました。 

課題と今後の予定について 

　将来的な情報公開への対策として、

海外拠点も含めた化学物質管理、環境

会計など環境関連情報のデータベース

化に対応することが課題となりました。次

回会議は２００２年６月に開催する予定です。 

1.世界環境会議 2.地域別環境会議の実施 3.地域別取り組みの紹介 

北米での取り組み‐地域社会 
への貢献 

アースデーでの環境行事（米国：SEC） 

米国の販売会社ＳＥＣでは、アースデー（毎

年４月２２日）の時期に合わせ、様々な環

境行事を開催しています。 

　２０００年は従業員によるラマポー川（ニ

ュージャージー）の環境美化、会社敷地

内における植樹活動（ＳＭＣＡ※とＳＥＣ

本社など 計４ヵ所）に加え、従業員の家

族を対象とした環境カレンダーのコンテ

ストを実施しました。完成したカレンダー

は従業員に配布し、家庭での環境意識

向上に役立てています。 

※ＳＭＣＡ：テレビ、電子レンジなどの生産工場（メンフィス） 

回収・リサイクルプロジェクトヘの 
協力（コネチカット州、ミネソタ州） 

　米国コネチカットとミネソタの州政府が

実施している、家電品の一般家庭から

の回収・リサイクルの実験的なプロジェク

トに資金面での協力をしています。

　世界環境会議で決定した取り組みの

フォローと地域間でのコミュニケーション

強化のため、以下の４地域において地

域別環境会議を開催しました。 

世界環境会議における発表のようす 

カレンダー 
「ＳＡＶＥ　ＴＨＥ　ＦＯＲＥＳＴ」 

海外における取り組み 

決定事項 

（１）グリーンプロダクトガイドラインの適用 

（２）無鉛はんだの採用 

（３）グリーンファクトリーの自主行動計画 

　・二酸化炭素排出量の生産高原単位を、

毎年２%削減する（２０１０年までに２０%

削減）。 

　・廃棄物発生量の生産高原単位を、毎年

２%削減する（２００５年までに１０%削減）。 

（４）ＩＳＯ１４００１の完全取得 

　未取得の６生産事業所の、２００１年度中

の取得を推進するとともに、欧・米・豪

の主要販売会社についても取得を完了

する。 

  

地域 

北米 
環境会議 

欧州 
環境会議 

ＡＳＥＡＮ 
環境会議 

中国 
環境会議 

開催日 

１０月１８日 

１１月３日 

１１月１３日 

１１月９日 

開催場所 

サンフラン 
シスコ 

ＳＥＥＳ 
スペイン工場 

ＳＡＴＬ 
タイ工場 

上海 中国 
総代表処 

参加人数 

５拠点 
１０名 

１２拠点 
２０名 

１５拠点 
３０名 

９拠点 
１８名 
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欧州での取り組み 
ＩＳＯ１４００１取得への取り組み 

　２０００年度は、これまでの生産事業所、

研究所（３ヵ国、４事業所）に加え、主要

販売会社（ＳＥＥＧ：ドイツ、ＳＵＫ：英国、Ｓ

ＥＮ：スウェーデン）がＩＳＯ１４００１を取得

しました。今後は、欧州域内の小規模販

売会社における統合取得についても検

討していく予定です。 

 

ディーラーとのＩＳＯ１４００１ 
取得統合化（北欧：ＳＥＮ） 

　北欧地域を統轄する販売会社ＳＥＮは、

北欧地域のディーラーの環境パフォーマ

ンスを向上すべく、環境マネジメントシス

テムの統合取得を検討しています。これは、

ＳＥＮとディーラー間で統一的な環境目

標を設置し、同指標の下に環境負荷を

低減しようというものです。２００２年末ま

でに半分以上の取引先が取得する目標

でしたが、当社商品を多く取り扱うディー

ラーに関しては計画を前倒しし、２００１年

秋までに多数のディーラーが取得する

見込みです。 

 

省資源商品の創出（英国：ＳＵＫＭ） 

　ビデオと電子レンジの英国の生産事

業所であるＳＵＫＭでは、主に商品の省

エネ化、包装材の発泡スチロールレス化

を推進しています。２０００年度モデルでは、

電子レンジの一部モデルを除き商品パッ

ケージをすべてパルプモールドに代替し

ました。２０００年２月にはドイツの消費者

テスト誌である「Stiftung Warentest」

誌から、ビデオ（ＶＣ－ＭＥ８０ＧＭ）の低

待機時消費電力が高く評価されました。 

ＡＳＥＡＮ地域、中国での 
取り組み 

グリーンラベルの取得（タイ王国：ＳＡＴＬ） 

　タイの生産事業所ＳＡＴＬで製造して

いるエアコン・冷蔵庫は、１９９４年にタイ

の産業省・製品標準化研究所・環境非

営利団体が共同で策定したタイ・グリー

ンラベルを全機種取得しています。２０００

年度は、冷蔵庫の新製品２２機種が取

得しました。 

 

工場に対する表彰（中国：ＳＯＣＣ） 

　中国の複写機工場ＳＯＣＣは、１９９８

年に環境マネジメントシステムを構築し、

１９９９年３月には常熟市における外資系

企業として初めてＩＳＯ１４００１の認証を

取得しました。これらの活動が評価され、

２０００年３月に常熟市環境保護委員会

から表彰を受けました。 

 

地域美化への貢献（マレーシア：ＳＭＭ）

　マレーシアの生産事業所ＳＭＭでは、

２００１年３月に従業員約60名がバトパハ

地区のプングル海水浴場の環境美化活

動に参加。清掃に使用したごみ箱は、海

水浴場に寄贈しました。 

グリーンラベル 

ＳＡＴＬが取得したグリーンラベルの認証状 

プングルでの環境美化活動 

寄贈したゴミ箱 

エコ体験談表彰（ＳＲＨ） 

 

環境啓発活動 
（マレーシア：ＳＭＭ、香港：ＳＲＨ） 

　マレーシアの生産事業所ＳＭＭでは、

２０００年５～６月の間、“家庭で出来る環

境保護活動”をテーマにエコ体験談の

募集を実施。８３件の応募がありました。

また、香港の販売会社ＳＲＨでは、１１～１

月の間「エコオフィスコンテスト２０００」を

実施し、従業員の職域における環境負

荷低減事例を募集しました。グループエ

ントリー形式で７組３０名のなかから、“環

境に配慮した冷蔵庫・エアコンの修理・

サービス業務”が最優秀賞を受賞しました。 



 
大阪府・八尾市 八尾事業所 

 
栃木県・矢板市 栃木事業所（ＡＶシステム事業本部） 
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事業所別の環境データ  
シャープでは、広範な商品を生産しています。国内にある全生産事業所についての環境データは、次のとおりです。 

　海外に１４の生産拠点を持ち映像システム機器を開発・

生産・販売する事業所です。日光国立公園の麓の恵まれ

た自然環境の中にあり、豊かな環境を守るための環境保全

活動には早くから取組みを開始し、１９９４年に環境管理専

任組織を設置。ＩＳＯ１４００１認証は規格が制定された１９９６

年に取得しました。地球温暖化防止や廃棄物削減などの

活動はボランタリープランにもとづき推進しており、２０００年

度にゼロエミッションを達成しました。また、すべてのテレビを

ブラウン管式から省エネルギー・省資源など環境にやさしい

液晶に変えることを目指して液晶テレビ「ＡＱＵＯＳ」シリー

ズを発売するなど、環境配慮型商品の開発にも総力を挙げ

て取り組んでいます。 

 

大気測定実績 

水質測定実績 

発生施設名 

ボイラー 

項目 

 硫黄酸化物 
（Ｋ値） 
 
窒素酸化物 
 
ばいじん 

　 
 

ｐｐｍ 

ｇ／Ｎｍ３ 

１７．５以下 
 

２５０以下 

０．３以下 

１７．５以下 
 

２５０以下 

０．３以下 

８．５以下 
 

１７０以下 

０．１以下 

０．３１ 
 

１２０ 

０．００８ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値） 

法（国） 条例（県） 社内管理 

区分 項目 

水素イオン濃度（ｐＨ） 
 
ＢＯＤ 
 
ＳＳ 
 
大腸菌数 

 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

個／ｍｌ 

５．８～８．６ 

１６０（１２０） 

２００（１５０） 

３，０００以下 

５．８～８．６ 

２５（２０） 

５０（４０） 

３，０００以下 

６．０～８．０ 

１０以下 

１５以下 

１００以下 

７．６ 

１．７ 

６．０ 

１１ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値（日間平均値）） 

法（国） 条例（県） 社内管理 

生
活
環
境
項
目 

 

　八尾事業所は１９５９年に操業を開始しました。当事業所

のある八尾市久宝寺駅周辺は大阪内陸部の新都市の核

として、２１世紀をリードするモノづくり文化・技術を中心とし

た産業振興と、都市的な生活・文化情報の発信基地として

のまちづくりが進められています。当事業所の隣接地に水

環境保全センターが建設されていることから、とくに環境保

全への取り組みが強く求められています。こうしたことを背

景に、当事業所では「環境・健康世紀に対応した商品づくり」

を目指して、冷蔵庫、調理機器、エアコン、洗濯機などの家

庭電化製品の開発設計、製造を行っています。 

 

 

※使用燃料である都市ガス１３Ａ（天然ガス）には、硫黄分を含んでいません。 

※下水道法による規制 

大気測定実績 

水質測定実績 

発生施設名 

ボイラー 
（ガス専焼） 

項目 

硫黄酸化物 

窒素酸化物 

ばいじん 

Ｎｍ３／ｈ 

ｐｐｍ 

ｇ／Ｎｍ３ 

０．６ 

１５０ 

０．０５ 

 － 

－ 

－ 

 

８０ 

０．０１５ 

－（※） 

４０ 

０．００５ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値） 

法（国） 条例（府） 協定（市） 社内管理 

区分 項目 

水素イオン濃度（ｐＨ） 

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

浮遊物質量（ＳＳ） 

ノルマルヘキサン抽出物質　鉱物油 

ノルマルヘキサン抽出物質　植物油 

亜鉛 

－ 

ｍｇ／Ｌ 

ｍｇ／Ｌ 

ｍｇ／Ｌ 

ｍｇ／Ｌ 

ｍｇ／Ｌ 

５．７～８．７ 

３００ 

３００ 

５ 

３０ 

５ 

 ５．７～８．７ 

３００ 

３００ 

５ 

３０ 

５ 

６．１～７．９ 

１５０ 

１５０ 

３ 

１０ 

２．５ 

６．５～７．７ 

９９ 

７１ 

２．５ 

７．０ 

１．０ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値（日間平均値）） 

下水道法（国） 条例（府） 条例（市） 社内管理 

生
活
環
境
項
目 

０．６ 

１５０ 

０．０５ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

（電化システム事業本部） 



 
広島県・東広島市 広島事業所 

 
奈良県・大和郡山市 奈良事業所 

（通信システム事業本部 
　ＡＶシステム事業本部オーディオ事業部） 
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　広島事業所は、澄んだ空気と清涼な水に恵まれた東広

島市に位置し、先端の通信機器・システムおよびオーディオ

機器を開発・生産しています。１９９５年にシャープの事業所

でいち早くＩＳＯ１４００１の認証を取得し、環境への取り組み

を行ってきました。２０００年１０月には、浄化槽汚泥の堆肥化

施設を稼動し、リサイクルされた肥料を事業所内の樹木に

散布しています。これらの取り組みを進め、２００１年度中には、

廃棄物のゼロエミッションを達成する予定です。また、今後は、

各フロアに電力計を設置し、部門ごとにパソコンで使用電力

量を確認するなど、きめ細かな対策を実施し、省エネルギー

活動を徹底していきたいと考えています。 

 

 

　奈良事業所は、１９９８年に世界文化遺産に登録された

社寺・古都平城京史跡をはじめとする名所旧跡や、原生林

の残る春日山など風光明媚な歴史的自然環境を形成する

奈良盆地の北和地域に位置しています。当事業所の設立

は１９６０年で、生産体制や市場が異なる事業体が共存して

います。生産品の液晶パネル、電子部品などは、生産時の

直接的な環境影響の比重が高く、パソコン、プリンタ、複写

機などは、商品が市場に出た後の間接的な環境影響の比

重が高いのが特長です。事業活動で発生する環境負荷を

できるだけ低減するとともに、商品が市場に出てからの環境

負荷を最小限に抑えるための活動に、全員が取り組んでい

ます。 

 

 （情報システム事業本部・ドキュメントシステム 
  事業本部・デューティー液晶事業本部） 

●以下の物質は、すべて定量下限値以下（検出されない）でした。 

ノルマルヘキサン（鉱油類・動植物油類）、フェノール類、銅、亜鉛、全クロム、カドミウムおよびその化
合物、鉛およびその化合物、シアン化合物、有機リン化合物、六価クロム化合物、総水銀、アルキル水銀
化合物、ＰＣＢ、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、１．２－ジクロロ
エタン、１．１－ジクロロエチレン、シス－１．２－ジクロロエチレン、１．１．１－トリクロロエタン、１．１．２－トリク
ロロエタン、１．３－ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、セレン 

大気測定実績 

水質測定実績 

発生施設名 

ボイラー 
（重油） 

項目 

 硫黄酸化物 

（Ｋ値） 
 
窒素酸化物 
 
ばいじん 

 

 

ｐｐｍ 

ｍｇ／Ｎｍ３ 

１７．５ 
 

１８０ 

１００ 

１７．５ 
 

１８０ 

１００ 

１７．５ 
 

１８０ 

１００ 

１４．５ 
 

１５０ 

５０ 

０．１３ 
 

１３０ 

２４ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値） 

法（国） 条例（県） 協定（市） 社内管理 

区分 項目 

水素イオン濃度（ｐＨ） 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

浮遊物質量（ＳＳ） 

フッ素含有量 

窒素含有量 

リン含有量 

大腸菌群数 

溶解性鉄含有量 

溶解性マンガン含有量 

 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

個／ｍｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

５．８～８．６ 

２５（２０） 

２５（２０） 

９０（７０） 

１５ 

１２０（６０） 

１６（８） 

３，０００ 

１０ 

１０ 

５．８～８．６ 

２５（２０） 

２５（２０） 

９０（７０） 

１５ 

１２０（６０） 

１６（８） 

３，０００ 

１０ 

１０ 

５．８～８．６ 

２５（２０） 

２５（２０） 

９０（７０） 

１５ 

１２０（６０） 

１６（８） 

３，０００ 

１０ 

１０ 

６．０～８．４ 

２０ 

２０ 

２０ 

５ 

６０ 

８ 

２，５００ 

３ 

１ 

６．０～８．４ 

２０ 

５ 

２ 

５ 

１４ 

１ 

２２ 

０．３１ 

０．５５ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値（日間平均値）） 

法（国） 条例（県） 協定（市） 社内管理 

生
活
環
境
項
目 

大気測定実績 

水質測定実績 

発生施設名 

ボイラー 
（ガス専焼） 

項目 

Nm３／h 
 

ｐｐｍ 

ｇ／Ｎｍ３ 

４
 

 

１８０ 

０．３０ 

１．３８ 
 

１３５ 

０．１５ 

１ 
 

１２０ 

０．０６ 

０．０８ 
 

７６ 

０．０１ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値） 

法（国） 条例（県） 協定（市） 社内管理 

区分 項目 

水素イオン濃度（ｐＨ） 

浮遊物質量（ＳＳ） 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

窒素含有量 

リン含有量 

大腸菌群数 

－ 

ｍｇ／Ｌ 

ｍｇ／Ｌ 

ｍｇ／Ｌ 

ｍｇ／Ｌ 

ｍｇ／Ｌ 

個／mL

５．８～８．６ 

２００ 

１６０ 

１６０ 

１２０ 

１６ 

３，０００ 

５．８～８．６ 

９０ 

５０ 

１６０ 

１２０ 

１６ 

３，０００ 

６．５～８．５ 

１０ 

１５ 

５ 

６０ 

８ 

３，０００ 

６．５～８．５ 

１０ 

１５ 

５ 

６０ 

８ 

１，０００ 

６．７ 

９．５ 

１４．２ 

４．９ 

４２．７ 

７．９０ 

３５ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値（日間平均値）） 

法（国） 条例（県） 条例（市） 社内管理 

生
活
環
境
項
目 

 硫黄酸化物 

（Ｋ値） 
 
窒素酸化物 
 
ばいじん 

－ 
 

－ 

－ 



 
奈良県・北葛城郡 新庄事業所（電子部品事業本部） 

 
広島県・福山市 福山事業所（ＩＣ事業本部） 
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　新庄事業所は、金剛葛城山系を背にした奈良県中和地区

に位置し、１９８１年に生産を開始しました。シャープの特長商品

の核となるオプトデバイス、クリーンエネルギーである太陽電池

の開発・生産をしています。太陽電池は無人灯台や僻地の電

源として活用され、人工衛星にも数多く搭載されています。また

住宅用太陽光発電システムの普及にも貢献しています。環境

取り組みとして、以下４項目を重点的に推進しています。 

１．商品の設計段階から資源循環型社会に対応した設計 

２．商品に含有する有害物質の排除、グリーン調達の促進 

３．生産における省エネ活動の推進、省エネ機器の導入、 

   ２００１年度ゼロエミッション達成の取り組み 

４．ＩＳＯ１４００１（１９９６年認証取得）と環境マネジメントの継続的 

  改善 

 

 

　福山事業所は広島県の南東部、岡山県と瀬戸内海に接

した福山市の県境にあり、１９８５年よりロジック、およびメモリ

ーＩＣを生産しています。１９９６年にＩＳＯ１４００１の認証を取

得し、環境マネジメントシステムのレベルアップに努めています。

またグリーンファクトリーを目指して省エネルギー、廃棄物削減、

有害化学物質削減にプロジェクト体制で取り組んでいます。

工場の空調関連設備と生産設備の両面から省エネルギー

に対する取り組みを進めています。現像廃液の微生物処

理などにより、ゼロエミッションを２００１年度に達成できる見込

です。代替化などの推進により、有害化学物質の削減にも

取り組んでいます。 

 

●以下の物質は、すべて定量下限値以下（検出されない）でした。 
浮遊物質（ＳＳ）リン、ノルマルヘキサン抽出物、フェノール類、銅、亜鉛、溶解性マンガン、カドミウム、
シアン化合物、有機リン化合物、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、トリクロロエチレン、
テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、１．１．１－トリクロロエタン、１．１．２－トリクロロエタン、
１．２－ジクロロエタン、１．１－ジクロロエチレン、シス－１．２－ジクロロエチレン、１．３－ジクロロプロペン、
チウラム、シマジン（ＣＡＴ）、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン 

大気測定実績 

水質測定実績 

発生施設名

ボイラー 
（ガス専焼） 

項目 

窒素酸化物 
 
ばいじん 

ｐｐｍ 

ｍｇ／Ｎｍ３ 

１５０ 

１００ 

９８ 

１２ 

５６ 

２．１ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値） 

法（国） 条例（県） 社内管理 

区分 項目 

水素イオン濃度（ｐＨ） 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 

フッ素含有量 

窒素含有量 

大腸菌群数 

溶解性鉄含有量 

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

個／ｍｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

５．８～８．６ 

１６０（１２０） 

１５ 

１２０（６０） 

（３，０００） 

１０ 

１６０ 

５．８～８．６ 

１０ 

１５ 

１２０（６０） 

（３，０００） 

１０ 

２５ 

 ６．０～８．０ 

８ 

７ 

６０ 

１０ 

２ 

１９ 

７．０ 

２．８ 

３．６ 

４．６ 

５ 

０．０２３ 

１０ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値（日間平均値）） 

法（国） 条例（県） 社内管理 

生
活
環
境
項
目 

●以下の物質は、すべて定量下限値以下（検出されない）でした。 

ノルマルヘキサン抽出物、フェノール類、銅、溶解性鉄、溶解性マンガン、全クロム、カドミウムおよび
その化合物、シアン化合物、有機リン化合物、鉛およびその化合物、六価クロム化合物、ヒ素およびそ
の含有物、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、
四塩化炭素、１．２－ジクロロエタン、１．１－ジクロロエチレン、シス－１．２－ジクロロエチレン、１．１．１－トリ
クロロエタン、１．１．２－トリクロロエタン、１．３－ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、
ベンゼン、セレン 
 

大気測定実績 

水質測定実績（海域放流） 

発生施設名 

ボイラー 
（ガス専焼） 

項目 

硫黄酸化物 
（着地濃度） 
（Ｋ値） 
 
窒素酸化物 
 
ばいじん 
 
フッ素およびその化合物 
 
硫酸 

ｐｐｂ 

 

ｐｐｍ 

mｇ／Ｎｍ３ 

mｇ／Ｎｍ３ 

mｇ／Ｎｍ３ 

 

２．２３ 

１５０以下 

１００以下 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

２.５以下 

１０．０以下 

３以下 

１．７５以下 

１００以下 

５０以下 

１.２５以下 

５．０以下 

０．０５以下 

０．０２９以下 

１００以下 

５以下 

０.６２５以下

２．５以下 

０．０４３ 

０．０２５ 

８３ 

２．３ 

不検出 

０．０８ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値） 

法（国） 条例（県） 協定（市） 社内管理 

区分 項目 

水素イオン濃度（ｐＨ） 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ）海域 

フッ素含有量 

浮遊物質量（ＳＳ） 

窒素含有量 

リン含有量 

大腸菌群数 

亜鉛含有量 

 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

個／ｍｌ 

ｍｇ／ｌ 

海域５．０～９．０ 

１６０（１２０） 

１５ 

２００（１５０） 

１２０（６０） 

１６（８） 

（３，０００） 

５ 

５．５～９．０ 

１５ 

１５（１０） 

２００（１５０） 

１２０（６０） 

１６（８） 

（３，０００） 

５ 

５．８～８．６ 

１５（１０） 

１５（１０） 

２０（１５） 

－ 

－ 

－ 

－ 

６．０～８．４ 

１０ 

１０ 

１０ 

６０ 

８ 

１，５００ 
（生活排水）

 ２．５ 

６．９～７．０ 

３．２ 

５．３ 

３ 

２１ 

０．１１ 

０ 

０．０２ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値（日間平均値）） 

法（国） 条例（県） 協定（市） 社内管理 

生
活
環
境
項
目 

酸洗浄装置 

  － 

－ 



 

  
奈良県・天理市 天理事業所 

 
三重県・多気郡 三重事業所（ＴＦＴ液晶事業本部） 
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　三重事業所は伊勢平野を潤す清流・櫛田川に隣接（松阪

市郊外）し、１９９５年１０月に第１工場の生産を開始、２０００年８月

には第２工場も本格稼働して、高度に自動化されたコンピュータ

ーネットワークシステムと先進の超微細加工技術を駆使して２１

世紀の各種情報機器の液晶ディスプレイを供給しています。 

　環境取組みにおいては、省エネ設備を積極的に導入すると

ともに工程排水の回収・再利用を行うなど地球環境と周辺地

域の環境保全を目的とした活動を行っています。これらの環境

活動に対して、１９９７年６月に日本産業工業会優秀環境装置顕

彰の通産大臣賞、１９９９年１０月にリサイクル推進協議会リサイ

クル推進功労者表彰の会長賞、２００１年５月に日本河川協会水

大賞顕彰の奨励賞を受賞しました。 

 

●以下の物質は、すべて定量下限値以下（検出されない）でした。 

　浮遊物質、ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物）、フッ素 

大気測定実績 

水質測定実績 

発生施設名 

ボイラー 
（ガス專焼） 

項目 

窒素酸化物 
 
ばいじん 

ｐｐｍ 

mｇ／h

１５０ 

１００ 

 

－ 

１００ 

５０ 

７５ 

４０ 

６６ 

１ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値） 

法（国） 条例（県） 協定（町） 社内管理 

区分 項目 

水素イオン濃度（ｐＨ） 

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 

大腸菌群数 

窒素含有量 

 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

個／ｍｌ 

ｍｇ／ｌ 

５．８～８．６ 

１６０ 

１６０ 

３，０００ 

１２０ 

５．８～８．６ 

２０ 

２０ 

３，０００ 

－ 

５．８～８．６ 

１０ 

１０ 

３，０００ 

５ 

６．２～８．２ 

１．８ 

３．１ 

０ 

３．１ 

６．６～７．３ 

１．２ 

１．５ 

０ 

２．５ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値（日間平均値）） 

法（国） 条例（県） 協定（町） 社内管理 

生
活
環
境
項
目 

　天理事業所は、奈良県の北和地区に位置し、当社事業の中

核となる先端技術の研究・開発と、生産を一貫して行う戦略事

業所として、１９７０年４月に操業を開始しました。以来、オプトデバ

イス、ＩＣ、太陽電池、液晶など多くの革新的技術・製品を送り出

しています。また、現在ＴＦＴ液晶とＩＣの生産において、国内で

主要な拠点の一つとなっています。 

　地球環境と地域社会との共生、循環型社会構築に向けて、ラ

イフサイクルの観点での開発・設計・省エネルギー高効率生産シ

ステムの構築、工程排水の回収再利用、廃棄物の削減、リサイク

ルなど全員参画で取り組んでいます。廃棄物については、２００１

年度にゼロエミッションを達成する見込みです。 

　２００２年には天然ガスパイプラインを事業所に引き入れ、クリー

ンエネルギーを活用して高効率コージェネレーションシステムを設

置するなどにより、一層の省エネルギー、大気への排出物の削

減を推進します。 

 

 （ＴＦＴ液晶事業本部・ＩＣ事業本部・技術本部・ 
  生産技術開発推進本部） 

大気測定実績 

発生施設名 

ボイラー 
（A重油・灯油） 

項目 

 
硫黄酸化物 
 
 
窒素酸化物 
 
ばいじん 

Ｎｍ３／h 

ｐｐｍ 

mｇ／Ｎｍ３ 

 

１０．５９ 

１８０ 

２５０ 

 

１０．５９ 

１８０ 

２５０ 

 
 

０．７ 

１２０ 

５０ 

 

０．３３５９ 

７４ 

３０ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値） 

法（国） 条例（県） 社内管理 

●以下の物質は、すべて定量下限値以下（検出されない）でした。 
ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物）、フェノール類、全クロム、カドミウム化合物、シアン化合物、有機リ
ン化合物、鉛化合物、六価クロム化合物、ヒ素含有物、水銀・アルキル水銀化合物、ＰＣＢ、ジクロロメタン、
四塩化炭素、１．２－ジクロロエタン、１．１－ジクロロエチレン、シス－１．２－ジクロロエチレン、１．１．１－トリク
ロロエタン、１．１．２－トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、１．３－ジクロロプロペン、
チウラム、シマジン（ＣＡＴ）、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン 

水質測定実績 

区分 項目 

水素イオン濃度（ｐＨ） 

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

化学的酸素要求量（ＣＯＤ） 

フッ素含有量 

窒素含有量 

浮遊物質量（ＳＳ） 

銅含有量 

亜鉛含有量 

溶解性鉄 

溶解性マンガン 

全リン 

大腸菌群数 

 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

ｍｇ／ｌ 

個／ｍｌ 

５．８～８．６ 

２５（２０） 

２０ 

１５ 

１２０（６０） 

９０（７０） 

３ 

５ 

１０ 

１０ 

１６（８） 

（３０００） 

５．８～８．６ 

２５（２０） 

２０ 

１５ 

１２０（６０） 

９０（７０） 

３ 

５ 

１０ 

１０ 

１６（８） 

（３０００） 

  ６．０～８．０ 

１８ 

１８ 

１０ 

１１０（５０） 

２５ 

１ 

２ 

２ 

０．５ 

３ 

１,０００ 

６．９ 

１４ 

１２ 

６．０ 

３６ 

１１ 

０．０２２ 

０．０４５ 

０．０９２ 

０．０１ 

１．５ 

６６０ 

単位 ２０００年度 
実測値（最大値） 

基準値（最大値（日間平均値）） 

法（国） 条例（県） 社内管理 

生
活
環
境
項
目 
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歴史・表彰 

環境取り組み経緯 

●環境技術部を設置 

●第一回総合エネルギー委員会開催 

●フロンなど規制対策委員会設置 

●環境担当役員・「環境対策推進部」を設置 

●シャープ環境憲章「環境保全基本規程」の制定 

●第一回環境戦略会議を開催 

●「環境に関するボランタリープラン」を発表 

●海外拠点「環境担当責任者」登録設置 

●オールシャープで洗浄用特定フロン全廃達成 

●包装用塩化ビニル全廃達成 

●C- PA （化学物質事前評価）制度を構築 

●「商品アセスメントガイドライン」を改訂 

●廃棄物ボランタリープラン目標達成 

●グリーンプロダクト創出の全社取り組み開始 

●国内の全生産事業所で「ISO14001」取得 

●第一回世界環境会議を開催 

●「環境安全本部」を新設 

●シャープ環境戦略「３Ｇ- 1R 戦略」の取り組み開始 

●「グリーンプロダクトガイドライン」の発行 

●「シャープグリーンシール」制度の導入 

●「グリーンマインドキャンペーン」開始 

●「環境報告書」の発行 

●家電リサイクル工場「関西リサイクルシステムズ」設立 

●「環境会計システム」を試行導入 

●「グリーン調達制度」を国内全事業所に導入 

●「環境会計システム」を導入 

●環境ソリューションビジネスの開始 

●全社化学物質管理委員会の設置 

●「グリーンファクトリーガイドライン」を発行 

●「グリーンエンジニア研修」を開始 

●「スーパーグリーン活動」を開始 

1971年 

1979 

1987 

1991 

1992 

1993 

　　 

　　 

1994 

　　 

　　 

1995 

1996 

 

1997 

　　 

1998年 

　　 

　　 

　　 

1999 

　　 

 

2000 

 

 

 

 

2001

【事業所】 【商品】 
TFT 液晶事業本部（天理） 
　■IPA（イソプロピルアルコール）回収精製システム 

　　優秀環境装置表彰（第21回）通産大臣賞 

オールシャープ 
　■95 米国環境保護庁 成層圏オゾン保護賞 

マレーシア・セランゴール生産会社（SRAC） 
　■ マレーシア オゾン層保護賞 

イギリス・北ウェールズ生産事業本部（SUKM） 
　■ 英国 発泡スチロールリサイクル賞 

総合開発センター新厚生棟 
　■ 平成7年度照明普及賞 優秀施設賞 

IC 事業本部（福山） 
　■ フッ素含有廃液処理技術 

　　 科学技術庁 第56回注目発明に選定 

電子部品事業本部（新庄） 
　■環境庁 平成9年度環境保全功労者・地球温暖化防止部門 

TFT 液晶事業本部（天理・三重） 
　■DMSO （ジメチルスルホオキシド）含有排水の回収再利用システム 

　　優秀環境装置表彰（第23回）通産大臣賞 

IC 事業本部（福山） 
　■リサイクル推進協議会 会長賞 

台湾・高雄生産会社（SET） 
　■経済部管理処 産業廃棄物のリサイクル活動 優秀賞 

タイ・ナコンチャイシー生産拠点（STTM） 
　■1997年度優良環境工場賞 

TFT 液晶事業本部（天理） 
　■ リサイクル推進協議会 会長賞 

IC 事業本部（福山） 
　■ リサイクル推進功労者表彰　通産大臣賞 

奈良事業所 
　■リサイクル推進功労者表彰　リサイクル推進協議会会長賞 
TFT液晶事業本部　三重工場 
　■リサイクル推進功労者表彰　リサイクル推進協議会会長賞 
台湾・高雄生産会社（SET） 
　■ 環境保護優秀企業 

　■リサイクル活動二等奨 

オールシャープ 
　■省エネ大賞　企業特別賞 

 
 
 
 

全自動洗濯機 
　■ 平成5年度省エネバンガード21 資源エネルギー庁長官賞 

冷凍冷蔵庫 
　■平成7年度省エネバンガード21 省エネルギーセンター会長賞 

住宅用太陽光発電システム 
　■ 平成8年度新エネバンガード21 資源エネルギー庁長官賞 

電気カーペット 
　■平成8年度省エネバンガード21 省エネルギーセンター会長賞 

冷凍冷蔵庫 
　■ 平成8年度省エネバンガード21 資源エネルギー庁長官賞 

ソーラー住宅システム 
　■ ソーラー住宅システム 優良省エネルギー建築技術の認定 

真空断熱技術 
　■97 米国環境保護庁 成層圏オゾン保護賞 

全自動洗濯機 
　■ 平成9年度省エネバンガード21 通商産業大臣賞 

住宅用太陽光発電システム 
　■ 平成9年度新エネバンガード21 資源エネルギー庁長官賞 

液晶ナビゲーションレンジ/スーパーモバイル液晶/省エネスイッチング電源 
　■ 平成10年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞 

融雪機能付200kW 太陽光発電システム 
　■平成10年度新エネ大賞 通商産業大臣賞 

住宅用太陽光発電システム 
　■平成10年度新エネ大賞 新エネルギー財団会長賞 

冷凍冷蔵庫（中国生産拠点SSEC生産品） 
　■中国　国家環境保護総局　中国環境標志製品オゾン層保護貢献賞 
20型液晶ディスプレイテレビ 
　■平成11年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞 

冷凍冷蔵庫 
   ■平成１１年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞 

太陽光発電システム付環境提案型分譲住宅 
  ■平成１１年度新エネ大賞 通商産業大臣賞 
不揮発性メモリセルの読出し回路方式 
　■平成１２年度近畿地方発明表彰 

冷凍冷蔵庫 
　■平成１２年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞 

住宅用太陽光発電システム 
　■平成１２年度新エネ大賞 新エネルギー財団会長賞 
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【環境教育】 
1997. 7 アメリカ・ワシントン州技術開発会社（SMT）※ 

　■ ワシントン州ビジネス協会 環境優秀賞（教育部門） 

※1999年4月1日付で米国販売会社（SEC）に吸収合併 

歴史 

表彰 
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会社概要 

社　　　名： シャープ株式会社 

本社所在地： 大阪市阿倍野区長池町22-22 

代　　　表： 代表取締役社長   町田 勝彦 

創　　　業： 1912年 

国 内 事 業： 主要拠点36カ所 

海 外 事 業： 28カ国  地域67カ所 

事 業 内 容： AV機器、電化機器、通信・情報機器、 

　　　　　　 電子部品などの製造・販売 

従 業 員 数： 49,101人(日本 30,862人, 海外 18,239人)  
　　　　　　　　※2001年3月31日現在、シャープ株式会社および連結子会社 

資　本　金： 2,040億9,500万円（100万円未満は切捨）  
　　　　　　　　※2001年3月31日現在 

部門別の主要商品名 

カラーテレビ、ハイビジョンテレビ、 

液晶カラーテレビ、テレビデオ、 

液晶ビジョン、デジタル放送受信機、 

ＤＶＤプレーヤー、液晶ビューカム、 

ビデオデッキ、デジタルスチルカメラ、 

ＭＤプレーヤー、ＣＤラジカセ、 

ＣＤステレオ、ＤＶＤ・ＭＤピックアップ 

ファクシミリ、電話機、携帯電話機、 

ＰＨＳ電話機、パーソナルコンピュータ、 

日本語ワープロ、パーソナルモバイルツール、

電子辞書、電卓、ＰＯＳシステム機器、 

ハンディーターミナル機器、電子レジスタ、 

ワークステーション、液晶カラーモニター、 

パソコン用ソフトウェア、デジタル複合機、 

静電複写機、カラーインクジェットプリンタ・

カラースキャナ等各種パソコン周辺機器、 

各種複合機・複写機及びプリンタ用消耗品、 

ＦＡ機器、ＣＡＤシステム、超音波洗浄機 

 

電子チューナ、高周波・赤外線通信ユニット、 

衛星放送用部品、半導体レーザ、 

ホログラムレーザ、光半導体、レギュレータ、 

スイッチング電源、太陽電池、 

ＥＬディスプレイモジュール、ＬＥＤ、 

フラッシュメモリ、複合メモリ、 

ＣＣＤ・ＣＭＯＳイメージャ、液晶用ＬＳＩ、 

アナログＩＣ、マイコン、 

ＴＦＴ液晶ディスプレイモジュール、 

デューティー液晶ディスプレイモジュール 

 

冷蔵庫、電子レンジ、エアコン、洗濯機、 

ドラム式乾燥洗濯機、掃除機、 

石油暖房機器、電気暖房機器、ＣＣＤカメラ、 

ホームネットワーク制御ユニット、 

空気清浄機、除湿機、小型調理機器 

ＡＶ機器 

 

通信・情報機器 

 

電化機器 

 

エレクトロニクス機器 電子部品 

連結部門別売上高（２０００年度実績） 連結／単独売上高 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000
(百万円)  

 

1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 

1,375,634 1,332,152 1,306,157

1,419,522

1,602,974

1,790,580 1,790,542 1,745,537

1,854,774

2,012,858

合計 
2,012,858百万円 

電化機器 
252,950百万円 

通信･情報機器 
641,438百万円 

　電子部品等 
729,006百万円 

AV機器 
389,464百万円 

シャープ（株）について詳しくお知りになりたい方は、下記のＵＲＬをご覧下さい。 
http://www.sharp.co.jp/ 

CLICK!

連結 

単独 
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編集方針 

①　今回の報告書では、「持続可能な社会」に向けたシャープの考え方、取り組み姿勢を明確に示すことに重点をおきました。また、当

社の重要な取り組み課題である「環境配慮型商品の開発」「エネルギー・廃棄物の削減」「化学物質の削減・管理」などのほか、「リ

サイクル」など社会的に関心が高いテーマについて重点的に記載しました。 

②　掲載項目は、２００１年２月に発行された環境省の「環境報告書ガイドライン（２０００年度版）」および「事業者の環境パフォーマンス指

標（２０００年度版）」を参考に、構成しました。 

　　また、世界的な動きであるＧＲＩ（Ｇｌｏｂａｌ Ｒｅｐｏｒｔｉｎｇ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ）の「持続可能性ガイドライン」も参考にしました。今後とも、さらなる

情報開示と取り組みの強化が必要であると認識しています。 

③　全体の構成は、シャープが取り組むべき６つの環境活動ステージに沿ってまとめています。環境の専門家のみならず、商品のユー

ザー、事業所の近隣住民、お取引先、ＮＧＯ、学生、その他幅広い層の皆さまを対象に、当社の環境活動に関する情報を分かりや

すくお伝えすることを重視しました。 

④　「目次」や「主な目標と２０００年度実績」のページで６つのステージごとに色分けし、検索性・見やすさの向上を図りました。 

⑤　省資源を目指しページ数の削減を図りましたが、2000年度版に比べ、8ページ増加しました。反省すべき点だと考えています。 

 

　昨年発行した環境報告書について、２０名

の皆さまから貴重なご意見をいただきました。

ご協力いただいた方々に対し、厚くお礼を申

し上げます。ここにその内容をご紹介するとと

もに、２００1年版での改善点について紹介致

します。 

 

Ｑ１．お読みになってどのように 
　   お感じになりましたか？ 

　 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ご意見と改善内容 

・全体として構成も良く、必要と思われる要件

を備えており、分かりやすい。読者に対する細

かな配慮もされていて好感が持てる。 

・環境活動がテーマごとにまとめられ、目標か

ら実績、進捗状況などが分かりやすく表現さ

れている。 

⇒２００１年度も、活動テーマの全体像を示し

たうえで、それぞれのテーマごとに分かりやす

くまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２．記載内容について 

      どのようにお感じになりましたか？ 

 

 

 

 

 

 

　 

 

 

◆ご意見と改善内容 

・地域、工場別の取り組み紹介が不充分。 

⇒「サイト別環境データ」を記載しました。 

・今後の取り組み目標が分かりにくい。 

⇒テーマごとに、「目標・計画」欄を設けました。 

・太陽電池やＴＦＴ液晶などの仕組みについ

て掘り下げれば、より楽しい報告書になった。 

⇒「特集」の最後に記載しました。 

・データが多くて理解しやすい。 

・図表や数値の説明が分かりやすい。 

・環境負荷低減商品の説明が充実している。 

 

Ｑ３．印象に残った項目はどれですか？ 

 

　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ご意見 

・開発、設計における環境配慮がたいへん良

く分かった。 

・ＰＲＴＲについて取扱量も公表されており分

かりやすい。 

 

Ｑ４．報告書・環境活動の 
 　  全体についてのご意見は？ 

◆ご意見と改善内容 

・第三者認証の必要性を感じなかったのでし

ょうか？ 

⇒当社の考えを巻末に記載しました。 

・アンケートに、自由に意見・感想が書ける欄

が必要。 

⇒自由に書いていただける欄を設けました。 

・ＬＣＡの評価手法への取り組みについて記

述してほしい。 

⇒ＬＣＡの取り組み状況の記載を充実しました。 

 

Ｑ５．今後のシャープに期待される点は？ 

・他企業をリードする立場で活動をさらに積極

的に広告し、推進してほしい。 

・液晶と太陽光発電事業のますますの発展と、

これらの事業を通した環境負荷低減への取

り組み。 

・液晶のトップメーカーとしての低消費電力化

推進と、太陽光発電の普及拡大。 

・環境配慮型商品の開発。 

 

２０００年環境報告書　アンケート結果 

良く分かる 
１０名 

分かりやすい 
１０名 

充実している 
12名 

やや充実 
している 

5名 

もの足りない 
1名 

チェックなし 2 名 
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３Ｇ－１Ｒ戦略 １  

グリーンマインド活動 １  

環境基本方針 ２名 

名 

名 

名 

グリーン調達 ３名 

リサイクル活動 ５名 

グリーンファクトリー活動 ６名 

液晶・太陽電池 ６名 

グリーンプロダクト活動 ７  

 



第三者認証について 

お問い合わせ 
この報告書に関する内容のお問い合せ先 

シャープ株式会社　環境安全本部　環境企画部 

〒５４７－０００３　大阪府大阪市平野区加美南４丁目３番４１号 

電話：０６－６７９２－５５００　ＦＡＸ：０６－６７９２－００１２ 

Ｅ-mail：eco＠sharp.co.jp

当環境報告書は、第三者認証を取得しておりません。 

現時点で当社が、内容の信頼性を担保する最も適切な方法であると、明確に判断できな

かったからです。 

今後、第三者認証についてのガイドラインが策定され、審査基準や手法、審査側の資格

要件などが明確化された時期に、検討したいと考えております。 

 

当報告書に記載した実績については、各担当部門の責任のもと偽りなく集計しております。 

また、アンケートやインターネットにより皆さまから頂いた貴重なご意見を真摯に受け止め、

次回の環境報告書で改善するなど、双方向のコミュニケーションを通して、信頼性の向

上に努めてまいります。 

 



０１０７１６ 

本社 〒545-8522 大阪市阿倍野区長池町22番22号　電話（06）6621-1221（大代表） 
http://www.sharp.co.jp/sc/excite/kankyo/kankyou.htm

古紙配合100％再生紙を 
使用しています。 

アロマフリー型大豆油インキを使用 
しています。 2001年7月発行 




